
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

1401

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

数年前から実施されて
いるテニュアトラック事
業は、優秀な若手研究
者に公平な独立の機会
を与える優れた制度だ
と思います。これまでし
ばしば教授会の独断に
よって決定されていた
大学人事を、公募・公開
面接を経て優れた人材
を独立性を持って研究
に取り組ませる方向に
転換させたという意味
合いを持ち、現在テニュ
アトラックポジションにい
る人をさらに育てるため
でも、また優秀な研究
者に機会を与えるため
にも推進すべき事業だ
と思います。

就職難の時代に大学院
に進んだ団塊ジュニア
世代が多くポスドクポジ
ションについている現状
がある。しかし、大学の
ポストは減少する一方
であり、優秀でありなが
らツテがないため独立
した研究室を持てない
若手研究者が多くい
る。彼らの力を生かす
ためには小規模でも独
立した研究室を設立し、
リーダーとしての素質を
伸ばす制度が必要であ
ると思う。また、テニュア
トラック制度で新しい複
合領域をつくり、異分野
の研究者を集めること
は研究の活性化につな
がると思う。

1402

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24114

地球環境予
測・統合解析
に向けた衛
星観測デー
タの高度化

推進す
べきでは
ない

限られた予算内で研究
開発を進めるにはテー
マの重複は避けるべき
である。GCOM-W、
GPM/DPR、ALOS-2等
の利用は施策番号
24169、施策名「我が国
の宇宙技術の世界展
開」と重複している。防
災、環境監視、地図作
成、森林・国土管理、
水・資源管理などの施
策の目的も重複してい
る。

テーマの重複は避ける
べきである。

1403

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

情報通信技術の研究開
発は今や社会全体をさ
さえる基盤技術であり，
その発展なくしては国
の科学技術，産業の発
展， 
国際競争力の強化はあ
りえません． 
情報科学の研究分野に
おいては，科学研究費
補助金は，情報通信技
術の基礎研究において
非常に 
重要な位置を占めてい
ます．その予算削減に
は強く反対いたします．

情報科学の研究分野
は、大規模な研究予算
のもとで集中的に研究
開発を行う大型プロジェ
クトには 
なじみません．比較的
小規模のグループが，
科学研究費補助金の規
模の研究費のもと， 
地道に成果を達成す
る，というスキームが最
も適しており，これまで
にも，世界的学会レベ
ルに 
おいて，画期的な成果
を挙げています．是非
予算の縮減をなさらな
いようにお願い申し上
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げます．

1404

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

大学や研究開発法人に
おける研究開発施設の
有効活用は、我が国の
科学技術の推進にとっ
て極めて重要である。
多くの施設が、予算不
足の中、十分な活用が
出来ない状況になって
おり、宝の持ち腐れに
なりかねない。この事業
は、費用対効果が高く、
わずかな予算の投入に
よって、大きな成果が期
待できる。 

スプリングエイトやスパ
コンのような共用促進
法のもとで運用される
最先端研究施設以外に
も、我が国には、多くの
共用で使うことによっ
て、非常に多くの有意
義な成果を輩出できる
大型研究施設が多く存
在する。本事業により、
そのような施設の有効
利用をはかることがで
き、予算を集中して投下
すべき事業と考えられ
る。

1405

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24182

産学イノベー
ション加速事
業【産学共創
基礎基盤研
究】

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

類似した施策は経済産
業省や総務省の事業に
も見られるように感じ、
重複した印象を拭えな
い。経済産業省や総務
省でも必要な基礎研究
部分に踏み込んでいる
ようである一方で、この
事業はJSTのCRESTで
もこのような主旨の課
題設定を始めていると
思われる。この事業の
主旨は理解できるが、
他省庁、他事業との類
似部分を徹底的に排除
する等の改善・見直しを
した上で、推進するべき
と思われる。

上記に指摘したように、
他省庁分を含む他事業
との類似性が感じられ
る一方で、それら事業と
の連携や連絡といった
記載が説明されておら
ず、残念ながら縦割り
行政の無駄に映ってし
まう。産業界との連携を
具体的にどう取るのか
という点でも説明不足
に感じられ、財政難の
現状では他事業に優先
させて推進すべき事業
とは感じられないため。
行うのであれば、他事
業との連携を十二分に
とり、無駄と納税者が感
じることのないように施
行すべき。

1406

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開 

推進す
べきでは
ない

限られた予算内で研究
開発を行うので、施策
の重複は避けるべきで
ある。施策番号24114、
施策名「地球環境予測・
統合解析に向けた衛星
観測データの高度化」と
GCOM-W、GPM/DPR、
ALOS-2の利用など、重
複点が多い。グリーンイ
ノベーションなのか、国
家基盤なのか、明確に
する必要がある。また、
はやぶさなどの成功は
記憶に新しいが、世間
受けすることを理由にし
て、プロジェクトを推進
する必要性はない。

昨今の社会情勢を考慮
にいれると、投資される
金額に比べて、一般社
会への還元を実感する
ことはできない。また、
グリーンイノベーション
との重複が認められ
る。投資される金額が
巨大であるが、低炭素
社会の実現や高齢化社
会への対応等、社会に
望まれている資金の使
われ方をすべきである。
一研究者として、はや
ぶさなどの成功は非常
に喜ばしいが、一社会
人として、世間受けする
ことを理由に、宇宙技術
の開発方針が右往左往
することに、大きな疑念
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を持つ。全て我々の税
金による資金である。

1407

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

腸間の免疫を研究して
ほしい

プロバイオティクスが健
康に良いといわれる理
由を学問的に明らかに
して欲しい。

1408

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

NICTが行う研究部分に
ついてはこのままで良
いかもしれないが、公募
部分については他省庁
との重複が感じられ、整
理した上で推進すべき
ではないかと思われる。

少なくとも量子ICT, 先
端ICTデバイスについて
は文部科学省にそれぞ
れ光量子情報、ナノテク
で類似した事業がある
ように感じられるが、文
部科学省との連携とい
うような体制が構築され
ているようには残念な
がら見えない。公募部
分については協議の
上、どちらかを縮小する
等の工夫をした方がよ
いのではないかと感じ
るため。

1409

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27113
次世代軽水
炉等技術開
発費補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この事業の主旨そのも
のに異論があるわけで
はないが、文部科学省
の原子力関係事業との
重複を強く感じる。財政
難のおり、並列して類似
した（と納税者に思われ
るような）事業を他省庁
と共に推進するのは無
理があると思われる。
少なくとも重複ではない
ように徹底した改善・見
直しが必要と思われ
る。

pdfファイルのヒアリング
資料には文部科学省の
原子力関係事業との関
係や文部科学省との連
携といったことが記載さ
れておらず、残念ながら
縦割り非効率事業と感
じられてしまう。原子力
関係の事業の多く、特
に研究開発に関係する
部分は文科省に一本化
するのも現在はやむを
得ないのではないかと
感じる。

1410

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

明確な目的をもった産
学連携による研究開発
を推進する事業であり、
ぜひ推進すべきであ
る。 
日本が科学技術分野
で、今後も世界をリード
していくために、本事業
を通じて、国の資金によ
る長期的かつ明確な社
会目的を持った研究を
推進することは重要で
ある。 
産学の持ち味をうまく結
集できる事業であり、投
入予算と将来期待でき
るイノベーションの成果

ともすると、企業の開発
は短期的視点に立ちが
ちであり、大学の研究
（工学）は研究のための
研究となりがちである。 
大学単独では難しい明
確な社会的目的意識を
もった研究、企業単独
ではできない長期的研
究を有機的に結合し、
日本を輝き続けさせる
ために必須なイノベー
ションに繋げていく事業
であり、国費の投入の
価値が極めて高いこと
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を比較して、投資効率
のよい事業と考えられ
る。

が、本事業を推進すべ
き理由である。

1411

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本事業が目指すところ
がかなり抽象的で具体
性に欠ける印象をもつ。
出口を見据えた研究で
あれば、すでに重要な
テーマは他省庁を含む
他事業ですでに開始さ
れており、中途半端な
印象は拭えない。十分
な改善・見直しが必要
で、次年度以降は新規
応募停止もやむを得な
いと考える。

審査体制が十分かどう
かという点で問題も感じ
られ、費用対効果に疑
問が感じられる。審査
時点で予見できなかっ
た少数の大成功があれ
ば良いのかもしれない
が、それは他事業でも
同じ事であり、ことさら
本事業の優位性がある
とは思えない。可能な
限り科学研究費補助金
に振り向ける等の効率
化が必要ではないかと
思われる。

1412
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

高優先にて，このままで
推進すべきと考える．高
齢者や障がい者を援助
する社会インフラの創
出は非常に共感する．
また，脳あるいは生物
の動作原理に着目した
環境ロバストなＩＣＴ基盤
の創出も将来の社会イ
ンフラ基盤として必須で
あると考える．両者を兼
ね備えた本案件は，非
常に興味深く，意義深
い．中でも特に，省エネ
で外乱に強いネットワー
ク制御技術の早期確立
が国内の研究推進力を
向上させ，かつ実用化
を加速化すると考える．

高齢者・障がい者の社
会参加の拡大等へ向け
た施策は，喫緊急務の
課題と考える．その解
決手段としては，意思
疎通のためのＢＭＩ技
術，及びその情報量送
受信のためのネットワ
ーク制御技術が有望か
つ必須であると考える．
生物，特に脳の動作原
理は環境ロバストなエコ
向き技術であり，ネット
ワーク制御への適用は
非常に有望である．ま
た，目標や達成期限が
非常に具体的であり，
確実な成果創出が期待
できる．以上より，高優
先にて研究開発を推進
すべきと考える．

1413

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

宇宙環境計測分野にお
ける宇宙天気予報の実
用化とその継続的な運
用はぜひ推進すべきで
ある。 

人類の宇宙利用はこれ
からますます重要にな
るが、人工衛星の障害
や衛星－地上間通信の
障害による巨額の損失
を防ぐためには、宇宙
天気予報が必須であ
る。  

地上／衛星

高優先にて，このまま
推進すべきと考える．災
害時に備えた情報通信
インフラ基盤の構築は
非常に共感する．地球
内の有限資源を最大限
に有効活用するのであ
れば，地上と衛星通信

情報通信インフラは必
須不可欠な社会インフ
ラであり，災害時の通
信利用不可やデジタ
ル・ディバイドの解消は
喫緊の重要な課題と考
える．情報通信サービ
スでは無線通信が最も
効果的効率的な通信媒
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1414
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20119

共用携帯電
話システム技
術の研究開
発

このまま
推進す
べき

の両資源の有効利用が
必須である．本案件で
は，無線通信技術のみ
ならず，ネットワーク全
体資源の有効利用へ向
けた発展も期待できる．
また，社会的な情勢や
潮流に載った研究開発
であると感じられ，継続
的な研究開発を切に期
待する．

体であり，有限の周波
数の効率的な利用が必
須である．その実現に
は，基本的な使用用途
や目的を異にする地上
通信と衛星通信の周波
数共用技術は非常に有
望である．以上の理由
により，高優先にて継
続的な研究開発を行う
べきであると考える．

1415

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

研究室には将来、科
学・技術分野で活躍し
たいと考えている大学
院生が数多くいます。彼
らがPDになり、その後
の活躍できる場所をぜ
ひとも与えていただきた
い。採択率は非常に悪
く、採用されず研究をあ
きらめる人も多い。採択
率を上げていただきた
い。

上記のとおり。

1416

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

この施策に関しては、
特に削減する必要せい
がないと思われる

この施策は、日本のみ
ならず先進諸国におい
て来る高齢化社会に貢
献することが大いに期
待される。また、この分
野においては、どこの
国においてもイニシチア
ブをとれていないことを
考えると絶好の機会で
あり、産業としても今後
有望だと思われる。 

1417

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

九州大学大学院で生活
習慣病の疫学・医療統
計学を研究している者
です。また研究と並行
し、内科医として心血管
病（特に腎臓病）の診療
に携わっています。 
内科医として、今回の
「オーダーメイド医療の
実現プログラム」には大
変期待しております。 
個人に応じた治療であ
る「遺伝情報に基づく医
療（オーダーメイド医
療）」は患者さんの副作
用を減らすことができ、
我々医療者側において
も安全な医療を提供で
きるようになるため、大
変有益です。

現在の治療の多くは
「医師の経験に基づい
て」行われているため、
治療効果判定があいま
いで、副作用が予測で
きません。そのため実
際の医療現場では、「い
ちかばちか」で治療を行
っているのが現状です。
「オーダーメイド医療」が
可能となれば、個人レ
ベルで効果的、かつ副
作用の少ない医療を容
易に選択出来るように
なり、患者、医療者双方
の利益となります。 
ただ、現時点では長期
的な治療効果や副作用
の判定は困難であるた
め、今後も継続的な観
察、評価が行われてい
ることが前提条件です。
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1418

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

九州大学大学院で生活
習慣病の疫学・医療統
計学を研究している者
です。また研究と並行
し、内科医として心血管
病（特に腎臓病）の診療
に携わっています。 
内科医として、今回の
「オーダーメイド医療の
実現プログラム」には大
変期待しております。 
個人に応じた治療であ
る「遺伝情報に基づく医
療（オーダーメイド医
療）」は患者さんの副作
用を減らすことができ、
我々医療者側において
も安全な医療を提供で
きるようになるため、大
変有益です。

現在の治療の多くは
「医師の経験に基づい
て」行われているため、
治療効果判定があいま
いで、副作用が予測で
きません。そのため実
際の医療現場では、「い
ちかばちか」で治療を行
っているのが現状です。
「オーダーメイド医療」が
可能となれば、個人レ
ベルで効果的、かつ副
作用の少ない医療を容
易に選択出来るように
なり、患者、医療者双方
の利益となります。 
ただ、現時点では長期
的な治療効果や副作用
の判定は困難であるた
め、今後も継続的な観
察、評価が行われてい
ることが前提条件です。

1419

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

九州大学大学院で生活
習慣病の疫学・医療統
計学を研究している者
です。また研究と並行
し、内科医として心血管
病（特に腎臓病）の診療
に携わっています。 
内科医として、今回の
「オーダーメイド医療の
実現プログラム」には大
変期待しております。 
個人に応じた治療であ
る「遺伝情報に基づく医
療（オーダーメイド医
療）」は患者さんの副作
用を減らすことができ、
我々医療者側において
も安全な医療を提供で
きるようになるため、大
変有益です。

現在の治療の多くは
「医師の経験に基づい
て」行われているため、
治療効果判定があいま
いで、副作用が予測で
きません。そのため実
際の医療現場では、「い
ちかばちか」で治療を行
っているのが現状です。
「オーダーメイド医療」が
可能となれば、個人レ
ベルで効果的、かつ副
作用の少ない医療を容
易に選択出来るように
なり、患者、医療者双方
の利益となります。 
ただ、現時点では長期
的な治療効果や副作用
の判定は困難であるた
め、今後も継続的な観
察、評価が行われてい
ることが前提条件です。

1420

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

減額ではなく現状を維
持しつつ、効率的な運
用について、話し合うべ
き

現状では、交付金がな
ければ大学が成り立た
ない面がある。大学は
国際レベルで通用する
人材の育成に必要不可
欠にも関わらず、予算
がないというのでは、当
然国際競争には勝てな
い。

世界を代表するマウス
バンクの設立を希望し
ます。優れたマウスバン

マウスバンクの機能
は、遺伝子改変マウス
の収集、保管、供給で
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1421

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

クを構築するには、提
供可能なマウスの系統
数を増やす必要があり
ます。取得可能な系統
数が増えれば、世界の
研究者の注目を集める
ことができます。しかし、
現行制度では、多くの
マウスは研究者の手元
を離れません。文部科
学省の研究費により作
製されたマウスを義務
的にマウスバンクに保
管させることは可能でし
ょうか。ご検討頂けます
よう、宜しくお願い致し
ます。

す。現在、保管機能は
充実していますが、収
集と供給は十分ではあ
りません。遺伝資源の
効率的な利用には、供
給機能の強化が必要で
す。しかし、収集が十分
でなければ、研究者の
供給需要を満たせませ
ん。もし、国内の大部分
のマウスを収集できれ
ば、世界に類を見ない
マウスバンクとなりま
す。広く研究者に認知さ
れれば、日本製のマウ
スが世界で利用される
ようになります。

1422
その
他

20～
29歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

要介護者が自立的に生
活出来る術を開発する
ことは、要介護者の
Q.O.L向上はもちろんの
こと、家族介護者の負
担の軽減に繋がり、ま
た、高齢者の増加と介
護者の供給のバランス
が既にとれていない状
態である現在、当案件
の開発は優先的に進め
られるべきと考える。

複合的な要因での高齢
化、及び医療技術の発
展による高齢者の長命
化により、介護期間の
延長がなされ、昨今、介
護者・要介護者ともに高
齢者である老老介護が
珍しくなくなっている。そ
の際、要介護者の子供
だけでなく、孫までもが
主要な介護者としてか
り出されることが多々あ
り、さらには祖父母・父
母の介護を一手に担う
孫世代の存在も、今後
けっして珍しくなくなって
くるのではないかと考え
られる。 
私は現在28であるが、ト
イレや食事介助など簡
単な内容ではあるが、
高校生の頃より祖父母
の介護を手伝っている。
その際、自らの行動に
大きく制限がかかること
も多く、精神的にも肉体
的にも疲弊した。私の
家は幸い他者の手を頼
るだけの経済的余裕が
あったためまだ我慢の
できる範囲であったが、
もし他者を頼れない家
庭だった場合、その若
者は人生のほとんどを
介護に費やさなければ
ならなくなるはずだ。そ
れは社会にとっても、若
者にとっても不利益とし
かいいようがない。以上
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の理由から、私はこの
案件は推進されるべき
と強く考える。

1423
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

理化学研究所の植物科
学研究事業には資源の
ない日本にとって今後
重要となる環境問題や
食糧問題の解決に発展
可能なものが多くありま
す。ですのでこの事業
はこのまま継続すべき
でありもっと推進すべき
です。

資源のない我が国にと
って科学技術の推進な
しに将来はあり得ませ
ん。せっかく関係者の努
力により世界をリードす
る位置にある植物科学
事業を中止するのは日
本の将来を考えると絶
対にすべきではありま
せん。

1424
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

「革新的ハイパフォーマ
ンス・コンピューティン
グ・インフラ（HPCI）の構
築」については一産業
人という立場から、また
HPC技術の産業応用を
精力的に推進している
スーパーコンピューティ
ング技術産業応用協議
会（企業180社規模で参
加）の運営小委員長と
言う立場からも、国の重
点施策として迅速かつ
確実な実施を強くお願
いしたい。

スーパーコンピューティ
ング技術産業応用協議
会に参加しているオー
ル・ジャパンの企業集
団はものづくり分野の
国際競争力の維持・向
上の根幹技術として
「HPCIの構築」に大きく
期待しているところであ
る。現在、円高が定着し
つつあり、国内の雇用
問題に大きな影響を与
える状況が懸念されて
いる。このような状況の
中では、HPCI技術を武
器としたものづくり技術
の革新によって国の新
成長戦略の迅速かつ着
実な実施が産業界で強
く望まれている。

1425

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

地球規模課題対応の継
続案件は国際的約束で
すので、客観的に不可
能な情勢でない限り、
中間での縮減をせず確
実に実施することを望
みます。可能ならば追
加の新規案件の実施も
望みます。もちろん相手
国が課題解決の体制を
作ることへの支援が主
眼ですが、地球規模課
題への対応には第三国
にとっても参考になる形
で知見を出していくこと
が必要なので、それも
視野に入れた事業とす
ることを望みます。東ア
ジア共同研究基金は、
各国の国益の調整がた
いへんとは思います
が、知的地球公共財あ
るいは東アジア共有財

人類は地球規模での自
然環境と天然資源の限
界に直面しています。
途上国の社会が持続可
能性を高めることなし
に、日本社会の持続可
能性もありません。ま
た、業務や旅行で外国
に滞在している日本人
の安全性を高めるため
には、相手国の対処能
力を高める以外にあり
ません。東アジアの大
気・海はつながってお
り、人・物の往来もあり
ます。しかしヨーロッパ
などに比べ地域内の知
識の共有はまだ活発で
はありません。他の分
野もそうですがとくに環
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をつくる方向に推進して
いただきたいです。また
特に多国にまたがる東
アジアの環境評価や技
術政策評価を扱うことを
期待します。 

境を配慮した技術政策
の面で認識を共有でき
る場をもつことが重要と
思います。

1426
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネル ギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリ ング
研究）」

このまま
推進す
べき

先進国である我が国は
環境問題に関しては世
界をリードしていかねば
ならない立場にありま
す。理化学研究所のバ
イオマスエンジニアリン
グ事業は環境問題の解
決にもつながる可能性
のある新たな産業を生
み出す可能性もありま
す。ですのでこの事業
はこのまま継続すべき
でありもっと推進すべき
です。

資源のない我が国にと
って科学技術の推進な
しに将来はあり得ませ
ん。せっかく関係者の努
力により世界をリードす
る位置にある理研のバ
イオマスエンジニアリン
グの事業を中止するの
は日本の将来を考える
と絶対にすべきではあ
りません。

1427

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

従来型の予算配分方式
にも長所短所はあった
のも事実であるが、現
在のやり方は特定の研
究室に特定の大型プロ
ジェクトが集中するシス
テムとなっている。我が
国の幅広い学術分野、
世代、地域を活性化す
るという意識から、もう
少し柔軟性に優れた採
択システムが好ましい。

基礎科学研究は大学と
いう学術研究機関での
み有効に進めることが
できる。世界でリードす
べき視点と、我が国の
裾野を広げた学術推進
という両視点をバランス
よく進めない限り、諸外
国との競争にはとても
勝ち目は無い。それこ
そが１００年後の我が国
を確かなものにすると
の強い信念が必要であ
る。

1428

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院生を海外に派遣
したり、活発な研究活動
のサポートを 
したりといった事業は必
要不可欠であると思い
ます。

今後も日本から、優秀
な研究者を排出して行く
ためには、若手の研究
者の教育やサポートの
体制が調っていること
が重要だと思うからで
す。

1429
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

資源のない我が国が今
後も科学技術で世界を
リードし続ける上で、上
記国際共同研究の推進
などの科学技術振興調
整費事業に関しては削
減はせずにもっと推進
する必要があると思い
ます。

資源のない我が国が、
国際的に激しい競争の
中で今後も勝ち続ける
ために科学技術を推進
する事は必要不可欠で
す。

1430
大学・
公的
研究
機関 30～

文部
科学

24001
大学発グリー
ン・イノベー

このまま
推進す

新規プロジェクト”大学
発グリーン・イノベーショ
ン創出事業”は、環境、
食糧など地球規模の課

資源のない我が国が、
国際的に激しい競争の
中で今後も勝ち続ける
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（独
法・公
設試
等）

39歳 省 ション創出事
業

べき 題解決を目指した画期
的な新しい研究事業で
あり、このまま推進すべ
きです。

ために科学技術を推進
する事は必要不可欠で
す。

1431

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

推進す
べきでは
ない

沖縄科学技術大学院大
学を巨額の予算をかけ
て設置すべきでない。
沖縄の研究教育の発展
のためには，琉球大学
などの既設大学の環境
整備や学生の旅費支援
を実施する方が良い。

立地が不便な場所に新
たな研究教育機関を設
置しても，その維持・発
展には大きな困難が予
想される。教育研究は，
教官と学生が共に苦労
して進展させるものなの
で，政治主導で実現で
きるものではない。

1432
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金 「先端的
低炭素化技
術開発」

このまま
推進す
べき

「先端的低炭素化技術
開発」プロジェクトは、環
境、食糧など地球規模
の課題解決を目指した
画期的な新しい研究事
業です。是非画期的な
「先端的低炭素化技術
開発」プロジェクトは、推
進して頂きたいです。 

資源のない我が国が、
国際的に激しい競争の
中で今後も勝ち続ける
ために科学技術を推進
する事は必要不可欠で
す。

1433

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

このまま
推進す
べき

2.4Gbps
(SDH,Synchronous 
Digital Hierarchy)までの
ネットワークインタフェー
スカードは日本企業の
独壇場であった．SDHで
有利であった反面，イー
サネットでは1Gbps，
10Gbpsとも出遅れ感が
ぬぐえない．本プロジェ
クトは省エネルギー化
を狙うだけでなく，
100Gbpsイーサーネット
と40Gbpsイーサーネット
のネットワークインタフェ
ースカードに関して日本
がイニシアチブを握る攻
撃的な施策である．

2020年代の通信放送の
インフラは，100Gbps級
の光アクセス網になる．
このクラスの放送は無
線では無理であり，NHK
のスーパーハイビジョン
放送も光アクセス網の
存在を仮定しない限り
サービスインはできな
い．100Gイーサの基本
デバイスを省エネルギ
ーという付加価値を付
けて他国に先駆けて開
発することは，100Gbps
級の光アクセス網の世
界市場を狙う第１ステッ
プである．

大学・
公的
研究
機関 50～ 経済 太陽光発電

改善・見
直しをし

太陽光資源の時空間分
布の厳密な予測は不可
能なので、いたずらに
精度向上をめざすので
はなく、予測の不確かさ
を把握し、また需要の
側の目的別変動許容性
も考慮し、蓄電も併用し
て、確率論的な意味で
の停電リスクを減らす
策に向かうべきだと思
います。また、太陽光発
電の出力予測には、地
球観測・予測情報を必
要とします。気候変動適
応戦略イニシアチブ

太陽光を含む更新可能
エネルギーの多くはそ
の供給が時空間的に不
規則に変動し、化石燃
料のようにほしいとき・
ところで得られるわけで
はありません。供給され
る資源量を正確に把握
することは絶対的に必
要です。さらにそれが予
測できることが望ましい
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1434

（独
法・公
設試
等）

59歳 産業
省

27013

出力予測技
術開発事業

た上で推
進すべき

(24102)に含まれる地球
環境情報統融合プログ
ラムの基盤を共同利用
する方向に向かうべき
だと思います。また、気
候変動とその予測の不
確かさを考慮した出力
予測の方法を考えるた
め、同イニシアチブの気
候変動適応研究推進プ
ログラムと知見を共有
することも有益と思いま
す。また得られた知見
の多くを知的地球公共
財とすることを希望しま
す。

ですが、厳密な予測は
不可能です。しかし、科
学的基礎をもつモデ
ル、過去や類似地域の
経験、リアルタイムモニ
タリングを併用すること
によって、確率的な意
味での予測能力を高め
ることはできるはずであ
り、追求すべきことと思
います。

1435
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24183
地震･津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

高知県に大きな被害を
もたらす南海地震の発
生直前の小さな変化や
や地震の発生をリアル
タイムで観測して、瞬時
に伝達するシステムの
整備事業を今まで以上
のスピードで、整備して
いただきたい。 
いつ来るかわからない
南海地震です。システ
ムの構築に平成31年ま
でかかるというのは遅
すぎます。事業費をもっ
と確保してできるだけ前
倒しをして、一刻も早く
完成させていただきた
い。

南海地震の発生確率が
一昨年、昨年、今年とど
んどん上昇しています。
さらに、東海、東南海、
南海地震の連動発生も
言われています。また、
昨年の駿河湾沖地震に
より、東海地震の発生
が早まったともいわれて
おり、大地震がいつ発
生してもおかしくない状
況になってきています。
これらは、海溝型地震
で、陸地まで到達する
のに時間がかかりま
す。そこで海の中の変
化を高精度な機械で測
定し、地震の発生予測
や地震の早期感知をす
ぐに伝達するシステム
ができれば、揺れまた
は津波が到達するまで
に、安全な場所に逃げ
るための時間を出来る
だけ多く確保することが
でき、もっとも大切な命
を守ることができます。

1436

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27016

ノーマリーオ
フコンピュー
ティング基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

持続可能性をめざさな
ければならない今後の
社会で情報機器を使い
つづけていくために基
本的な技術であり、ぜ
ひ開発を進めていただ
きたいと思います。10年
後には「ノーマリーオフ
でない情報機器を買う
には理由書が必要」に
なるくらいのイノベーシ
ョンが起こることを期待
します。(特許となると思

エネルギー資源の節約
は、化石燃料の限界と
温暖化軽減の必要性の
両面から急務でありし
かも長期持続しする課
題です。情報機器に
は、いつでも起動可能
になっている必要のあ
るものは多いものの、
常時運転する必要のあ
るものは多くありませ

11



いますが使用権を独占
せずに世界各国の生産
者が利用できる条件で
提供されることを望みま
す。)

ん。なるべく早く、ノーマ
リーオフを常識にしてい
くべきです。

1437

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

このように世界から優
秀な人材を集めて世界
トップレベルの拠点形
成を目指すことは、日本
の科学技術の発展にと
って極めて重要である
が、現在の制度では、
海外から招へいした研
究グループには研究予
算や人件費などで手厚
い支援があるものの、
日本人PIの研究グルー
プに対する研究予算の
割り当ては極めて少な
く、外部資金の取得が
義務づけられていると
聞く。これでは長期的な
研究を必要とするきわ
めて困難なプロジェクト
を実施することは難し
い。この点は是非あら
ためて、英国ケンブリッ
ジにあるMRC分子生物
学研究所の運営方式を
見習うべきであると考え
る。

MRC分子生物学研究所
はさほど大きな規模の
研究所でないにも関わ
らず、WatsonとCrickに
よる1952年のDNA２重
らせん構造の解明など
を含め、その数十年の
歴史のなかで十数人の
ノーベル賞受賞者を輩
出しているのは、外部
資金がなくても困難な
研究プジェクトに長期的
に取り組める支援体制
があるからである。

1438

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

最先端研究の集大成で
あるITERの建設を日本
が世界を先導していく
べきである。また，将来
にわたって最先端であ
るために大学等が密接
に関わることのできる仕
組みが必要である。

核融合炉は，実現すれ
ば海水を燃料とした恒
久的なエネルギー源と
なる。資源に乏しい日
本が世界に先駆けて実
現すべきである。また，
ITERの建設は，超伝導
技術，高電圧，超高真
空，高熱流など極限技
術を必要とするため，そ
こから得られる技術は
工業的な利用価値が高
いと期待される。

今の日本の状態は、僕
が習った限りでも資源
が無いので、 
技術や加工などで世界
と渡り合うしかないとい
う状態だと思います。 
この研究を進めていくこ
とで、いずれ成果がでる
ことになればいいです
し、 
日本の未来の可能性の

意見にも書いた通り、日
本のこれからを世界に
アピールするためには
科学力が必須。 
なのでたくさんの研究を
進めることは日本その
ものを守ることにつなが
っていると、 
僕は考えます。 
つまり、何年、十数年先
を見据えると日本が世
界と渡り合える状態で

12



1439
小・
中・高
校

～19
歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質 細胞解
析研究 イニ
シアティブ

このまま
推進す
べき

ための投資ならばする
べきだと思います。 
これは他の科学技術に
も言えることで、日本で
いい技術を作り出して
も、 
許可が出なかったり、申
請が通らなかったりして
役に立たず、 
最終的に諸外国に技術
を持っていかれてしまう
ということもあります。 
だから、この研究も、日
本の将来のために続け
るべきだと僕は思いまし
た。

居続けるには 
科学技術は必須です。 
そして、それはいろいろ
な方向から掘り進めて
いくことが必要だと考え
ます。 
だから、この研究を進め
ることで、他の研究をし
ている人にもプラスがあ
り、 
さらにこの研究も成功
すれば日本は新しい技
術を手に入れられる。 
そのようなことをふまえ
ると、この研究は推進し
ていくべきだと思いま
す。

1440

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

世界的に有名な研究者
を主任研究員として、研
究員も３０％以上を海外
からの研究員にし、公
用語も英語とする、従
来にない新たな研究組
織として研究が進めら
れています。このような
優秀な研究員を集め
て、研究する事は日本
において新たな産業や
技術を生み出すだけで
なく、世界トップレベル
研究拠点に所属する特
に日本人大学院生にと
ってはこれからの研究
人生において貴重な経
験となると考えられま
す。また、そのような若
い研究者がこれからの
日本の研究社会を更に
発展させていくだろうと
思います。

それぞれの研究拠点内
では様々な研究室間で
の共同研究や意見交換
などを通じて、画期的な
研究成果、新産業・新
技術が生み出されつつ
あり、大きな期待が持て
ると考えています。ま
た、研究室内での公用
語を英語にする事によ
り、特に日本人大学院
生にとっては従来の大
学院教育ではあまり経
験する事のない、英語
を用いた研究成果の発
表を経験する事により、
今後海外に向けて自分
自身の成果を発信する
上で、大きな手助けに
なると考えられます。ま
た、このような制度が今
後の大学院教育におい
てのモデルとなることも
多いに期待されますの
で、このまま推進すべき
だと考えております。

1441

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24003

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「海洋資
源・エネルギ
ーの探査・活

このまま
推進す
べき 自律型無人探査機

(AUV)・遠隔操作型無人
探査機(ROV)・深海掘
削技術の開発を推進
し，海洋資源探査シス
テムを世界1位の水準

海洋資源の探査は経済
水域世界第6位である
海洋国家の日本にとっ
て急務です．国内だけ
でなく，海外の海洋資
源探査などのために
も，目先の目的だけで
はなく基礎技術の涵養
に努めるべきと考えま
す．自律型無人探査機
(AUV)、遠隔操作型無
人探査機(ROV)、深海
掘削技術はまさに基幹
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設試
等）

用技術の研
究開発」

まで向上させるべきと考
えます．

技術であり，非営利の
研究機関が民間と共同
で開発するのに適した
研究課題です．大深度・
大水深掘削技術は，
20-30年後の高油価時
代を生き抜くために欠
かせない技術となるでし
ょう．

1442

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27106
メタンハイド
レート開発促
進事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

掘削やその他の操作に
伴い、あるいは地震な
どの自然現象に伴っ
て、ハイドレート層に破
壊が生じる可能性があ
り、陥没、ガス噴出、火
災など、作業者および
周辺の人や生態系に害
を与えることがありう
る。また、慢性的なメタ
ン漏出が起こり大気中
への温室効果気体排出
となることがありうる。こ
れらの安全性や環境影
響の評価は、民間企業
が開発する場合はその
義務になるはずではあ
るが、民間にまかせて
安心できるものではな
く、国の研究開発事業
である間に、企業化さ
れた場合を想定したさ
まざまなシナリオについ
て評価しておくべきであ
る。

メタンハイドレートから
首尾よくメタンが抽出さ
れれば、社会は従来の
天然ガス使用を続ける
ことができ、たいへん助
かる。他方、ハイドレー
トは固体であり、強度は
不均一であり、掘削を
すれば必然的に破壊現
象が起きる。破壊を軽
度に食い止めることは、
産業として成り立つため
の必須条件である。ま
た軽度の破壊であって
も広範囲に広がればメ
タンを回収できず大気
中への放出となってしま
うおそれがあるが、それ
は地球温暖化を強化す
る。これの防止策も必
要である。

1443
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27169
グリーンITプ
ロジェクト

このまま
推進す
べき

半導体を0.5V以下の駆
動電圧で動作させる極
低電力化技術は、グリ
ーンof IT という形で、
各種LSIのパワーを大
幅低減させる意味で大
変重要であり、あらゆる
分野での電子機器の省
エネに貢献する。将来、
消費電力が膨大となる
と予想されるデータセン
ターなどの実現にも貢
献できる、社会インフラ
構築につながる。

LSIは、半導体のデバイ
ス技術は、ファウンドリ
会社によるデファクト化
が進む方向にあり、今
後は、回路技術による
差異化技術がより重要
となっている。グリーン
ITの一環として、低消費
電力技術を、回路技術
で実現する極低電力化
技術の研究は、半導体
産業における、競争力
のために非常に重要で
ある。

1444

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界のトップとして、不
安定核原子核研究の推
進を積極的に図るべ
き。スタート時期は、前
倒しにしてでも進めるべ
き基礎科学分野であ
る。

現在、ヨーロッパ、アメリ
カなど国際的に、この分
野の研究開発は競合し
ている。世界に先駆け
この分野を拓いて来た
日本の基礎科学分野と
して、リーダシップを貫く
ことが、国内外から期待
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等） されている。

1445

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界のトップとして、不
安定核原子核研究の推
進を積極的に図るべ
き。スタート時期は、前
倒しにしてでも進めるべ
き基礎科学分野であ
る。

現在、ヨーロッパ、アメリ
カなど国際的に、この分
野の研究開発は競合し
ている。世界に先駆け
この分野を拓いて来た
日本の基礎科学分野と
して、リーダシップを貫く
ことが、国内外から期待
されている。

1446

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24138
B-ファクトリ
ー

このまま
推進す
べき

量子色力学（ＱＣＤ）の
検証に重要な役割を果
たした実験施設から新
しい精密な実験データ
を出すための観測装置
の導入等のための予算
を確保すべきである。

B-ファクトリーからはチ
ャームクォークー反チャ
ームクォーク対を生成
することが出来、ベクト
ル粒子であるＪ／ψにつ
いてはよく調べられてい
るが擬スカラー粒子で
あるη_c(2980.4MeV)の
性質、中間子崩壊につ
いてはあまり良く調べら
れていない。しかしこれ
らは低エネルギーのＱ
ＣＤの検証に重要な情
報を提供する可能性が
ある。

1447
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

食糧・環境問題に関し
ては先進国である我が
国は世界をリードしてい
かねばならない立場に
あります。ですのでこの
事業はこのまま継続す
べきでありもっと推進す
べきです。

資源のない我が国にと
って科学技術の推進な
しに将来はあり得ませ
ん。

1448

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバルＣ
ＯＥプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際競争力を持つチー
ムがし烈な争いの結
果、研究ポテンシャル
の高さ等を評価されて
選ばれている。このプロ
グラムを活用した、博士
課程学生を中心とする
若手人材育成は（他と
の差別化があるとの批
判があるものの）、文科
省全体の乏しい策の中
では、実効あるものとな
ろう。渡航・海外滞在援
助などにより、短期では
あるが、海外で自己を
磨く機会が格段に増え
ている事は、国内にとど
まりがちな風潮を破る
のに役立っている。

欧米の実態を見ると、
博士課程学生が授業料
を実際に払って教育を
受けている例は極めて
少ないし、ＲＡなど経済
支援制度の適用による
経済的自立が常識にな
っている。方やわが国
では双方ともノーであ
る。このような経済的な
負荷を学生にかける制
度では、国際競争に勝
つ道はないし、真の博
士課程の振興はあり得
ない。このプログラムで
は、研究者養成の初期
段階としてＲＡ支援は相
当数実現している。国
の施策とはとても言い
難いが、そのさきがけに
はなっている。

（独）理化学 先進国である我が国は

15



1449
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24107

研究所運営
費交付金「環
境・エネル ギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリ ング
研究）」

このまま
推進す
べき

環境問題に関しては世
界をリードしていかねば
ならない立場にありま
す。ですのでこの事業
はこのまま継続すべき
でありもっと推進すべき
です。

これからまずます重要
になると思われる環境、
食糧問題に植物科学は
大きく貢献する事が期
待されます。

1450

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

特に新学術領域の枠拡
大を図るべき

地方大学および共同利
用研究所などにおいて
も、新学術領域による
新たな研究資金確保
が、今後の研究拡大の
重要な基礎となりつつ
ある。その点を強く意識
し、より柔軟に、且つ多
くの新領域を含むことが
できるように、この枠を
格段に増やすべきであ
る。 
運交金が減少する中、
その補完をしている要
素がある。 
一方、上記の状態は、
長期的基礎研究には不
適であり、５年以上の長
いレンジを持つ新領域
枠も想定対象であろう。

1451

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

ぜひこのプログラムを
推進し，少しでも多くの
研究者が海外研究機関
を訪問する機会を与え
るべきです．我が国の，
そして世界の基礎研究
を活性化させるために，
従来の在外研究に代わ
る新しい広がりを持った
プログラムが必要とされ
ています．

研究の推進には，自分
と異なる意見・感覚をも
った相手との議論が欠
かせません．そして，分
野によってことなるもの
の，我が国の研究レベ
ルは決して低くはありま
せんが，研究者の層の
厚さという点では諸外
国に大きく劣るというこ
とは認めざるを得ない
事実です．したがって，
研究の活性化には諸外
国の研究機関を訪れ，
日本文化とは異なる環
境に身を置くことが欠か
せません．本事業は，
科学の発展へ信じられ
ないほど大きな意義を
持っています．

科学技術立国日本の次
世代を切り開くために
は、基礎研究の促進が

そもそも研究拠点とは
一朝一夕で形成される
ものではなく、安定した
恒久的な組織運営があ
ってこそ初めて求心力
のある魅力的な拠点と
成り得る。むやみに新
規の拠点を乱立させて
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1452

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

不可欠であると考える。
WPIプログラムは研究
支援政策の中でも、特
に世界レベルの拠点作
成を総合的に目指した
物として独特であり評価
できる。折角形成された
拠点を持続発展させる
ためには、今後も継続
した支援を続けることが
望ましいと考える。

も意味は無いが、例え
ばiPS細胞を発明した山
中教授のように、ノーベ
ル賞級の発明・発見を、
ノーベル賞の受賞前に
支援し得たのは非常に
評価できる。こうした素
早い研究業績評価や支
援も、確固たる研究拠
点が形成されつつあっ
たからこそなし得たもの
であろう。若手の発掘
や萌芽研究の促進を支
援するために、今後とも
より柔軟な予算運用が
可能となることを望む。

1453
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

食糧・環境問題に関し
ては先進国である我が
国は世界をリードしてい
かねばならない立場に
あります。ですのでこの
事業はこのまま継続す
べきです。

これからまずます重要
になると思われる食糧・
環境問題に植物科学は
大きく貢献する事が期
待されます。日本の将
来のためにも理研の植
物科学事業を継続して
推進する事を強く希望し
ます。

1454

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症の症状を和らげ
るような研究を推進して
欲しい

酷暑後のスギ花粉は猛
威を振るうというニュー
スを見て投稿しました。
花粉シーズン中は、仕
事の生産性が著しく落
ちます。他患者も同様と
考えられ、国を挙げて
対策を立てて欲しい。

1455
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネル ギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリ ング
研究）」

このまま
推進す
べき

先進国である我が国は
環境問題や食糧問題に
関しては世界をリードし
ていかねばならない立
場にあります。ですので
この事業はこのまま継
続すべきでありもっと推
進すべきです。

日本の植物研究におい
て理化学研究所は中心
的な役割を果たしてい
ます。日本の将来のた
めにも理研の植物を用
いたバイオマスエンジニ
アリング事業を継続して
推進する事を強く希望し
ます。 

科学技術の振興という
観点からは非常に非効
率であり、現存の研究
者への影響は配慮しつ

実験機器や試薬の調達
において、時間的にもコ
スト的にも不利な立地
である。学会や共同研
究等、旅費の負担も大
きくなると予想される。
インフラ面でも不安があ
り、研究環境として優れ
たものになるとは思えな
い。正直、学生の目か
ら見て魅力が感じられ
ない。そもそも既存の大
学院が学生確保に頭を
悩ませている現状で、
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1456

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

推進す
べきでは
ない

つ、出来うる限り規模の
縮小を目指すべきでは
ないか。 
 
沖縄振興という観点か
らも、無理なインフラ整
備や基礎研究を強行す
るより、地場産業や自
然環境に基づいた応用
研究等を行えばはるか
に少ない予算で価値の
ある成果を挙げられる
のではないか。

国主導で新たに大学院
を設置する必要は無い
のではないか。財政面
からも、新設より既存施
設の活用を目指すほう
が望ましいのではない
か。さらに、機構には旅
費、調達、組織のあり方
等、多くの問題が指摘さ
れている上、将来的な
経営見通しも不透明で
あり、莫大な国費を投
入し続ける意義が感じ
られない。特に、（資料
を拝見させていただい
た限り）昨年度の指摘
に対する回答が具体性
に欠ける上、将来にわ
たって国費を投入し続
けることを期待させてい
るのは問題ではない
か。

1457
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

食糧・環境・エネルギー
問題に関しては先進国
である我が国は世界を
リードしていかねばなら
ない立場にあります。で
すのでこの事業はこの
まま継続すべきでありも
っと推進すべきです。

せっかく多くの関係者の
努力により世界をリード
する位置にある植物科
学事業を中止するのは
日本の将来を考えると
絶対にすべきではあり
ません。

1458

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

海洋生物の資源変動機
構を長期間に渡って調
べる研究プロジェクトは
海外ではよく見られるも
のの，日本においては
皆無といってよい．資源
の減少が著しい日本に
おいて，本課題は有用
な資源管理手法を確立
する可能性を持ってい
る．

海洋生物の生態や資源
量は年や場所によって
異なることが多い．どの
ような環境にも適用でき
る資源管理手法の確立
のためには，長期にわ
たる調査が不可欠で，
本課題はその要求に応
えている．

1459
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネル ギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリ ング
研究）」

このまま
推進す
べき

理化学研究所で行うバ
イオマスエンジニアリン
グ事業は、地球規模の
課題となっているCO2
濃度増加に伴う地球温
暖化などの環境問題の
解決に大きく貢献する
事が期待されます。で
すのでこの事業はこの
まま継続すべきでありも
っと推進すべきです。

これからまずます重要
になると思われる環境、
食糧問題に植物科学は
大きく貢献する事が期
待されます。日本の将
来のためにも理研の植
物を用いたバイオマス
エンジニアリング事業を
継続して推進する事を
強く希望します。

大学・ 研究者の養

日本が世界をリードす
る分野もあるが、どの分
野で研究するにしても、
海外の研究者と協力や

中国や韓国、台湾など
の研究者・学生は積極
的に海外に出ている。
日本人研究者がこのま
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1460

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

競争をする必要があ
る。その際に、英語力だ
けでなく、海外研究生活
を通じて身につける交
渉力は必須と思われ
る。そのため、海外特別
研究員制度などを通し
て、若手研究者が積極
的に海外へ行ったほう
がいいとおもう。

ま殻に閉じこもっていて
は、他のアジア諸国に
追い抜かれてしまう。彼
らは非常に優秀で積極
的なことが多く、若い研
究者が彼らと対等に渡
り合えるようにならない
と、将来日本が科学技
術の分野でリードできな
くなるから。

1461

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
リーディング
大学院

このまま
推進す
べき

真のエリート養成のた
め、ぜひ実施すべきで
ある。但し、教育と研究
ポテンシャルの高い組
織からの提案を精選す
べきであり、広く、浅くの
考えは結局血税の無駄
使いに終わる公算が高
い。真に優秀な学生が
博士課程まで希望を持
って進学する道を拓き、
将来の選択肢を広げさ
せる策の一つとしても、
この構想は価値が高
い。

私は工学の分野に身を
置いているが、実学志
向が強い学生は研究者
への道を選択肢に入れ
る前に自分の将来を決
めているという実態が
多い。具体的には、素
晴らしい素質を持ちな
がら大学院修士課程ま
でしか視野になく、実業
界に入ってゆく人が多
い。最大の要因は博士
課程進学（学位取得）の
メリットが見いだせず、
逆にデメリットが目だつ
からである。在学中の
経済的問題、出口の狭
さなど、理由は多様で
ある。

1462
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

食糧・環境問題に関し
て我が国は世界をリー
ドしていかねばならない
立場にあります。ですの
でこの事業はこのまま
継続すべきでありもっと
推進すべきです。

せっかく関係者の努力
により世界をリードする
位置にある植物科学事
業を中止するのは日本
の将来を考えると絶対
にすべきではありませ
ん。

1463

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学等の基礎研究は国
の根幹だと思う。科学
研究費のような幅広い
研究をサポートできる制
度は、基礎体力をつけ
るようなもので、高額で
ある必要はなく、できる
だけ多くの研究者をサ
ポートする方が良い。そ
のため、基盤Cや若手B
の採択率を高くするか、
全体的に額を下げて採
択数を増やす方向で進
めるべきだと思う。

近年研究費が少数の研
究室・大学に集中して
いる感がある。小さな研
究室で上げられた成果
が、将来の大発明につ
ながることもあるし、予
期していない事態に対
応できる技術につなが
るかもしれない。できる
だけ多くの研究者が
個々の研究を進める方
が、将来的には多くの
成果が得られると思う。

1464
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネル ギ
ー科学研究
事業（内、バ

このまま
推進す
べき

理化学研究所で行うバ
イオマスエンジニアリン
グ事業は、地球温暖化
などの環境問題の解決
に大きく貢献する事が
期待されます。ですので

これからまずます重要
になると思われる環境、
食糧問題に植物科学は
大きく貢献する事が期
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イオマスエン
ジニアリ ング
研究）」

この事業はこのまま継
続すべきでありもっと推
進すべきです。

待されます。

1465
公益
法人

60歳
～

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

このまま
推進す
べき

沖縄科学技術大学院大
学は、世界最高水準の
研究及び教育を実施す
るユニークな大学院大
学として、その開学がか
ねてから待たれてい
た。一方、沖縄科学技
術研究基盤整備機構が
発足し、大学院大学の
設立準備が行われてき
たが、その速度は遅々
として非常に歯がゆい
ものであった。今日、新
学長の元で、開学準備
がまさに加速されようと
しており、このタイミング
を逃すことなく、一気呵
成に事業の推進を図る
ことが急務であると思い
ます。特に、教育研究プ
ログラムの検討と同時
に、今後派生すると考
えられるメンタル面での
トラブルに対するケアー
の方策についても考慮
すべきと感じています。

本事業は、沖縄振興策
の一つとして位置づけ
られていますが、大学
院大学の開学によっ
て、長期的な観点から
の人材育成、産業振興
に必ずや寄与するもの
と期待しています。ま
た、この様な取り組み
は、従来型の振興策に
は無い、新たな視点で
の貢献につながるもの
と考えています。ただ、
沖縄への貢献は、拙速
に陥ることなく、息の長
い長期的視野からの展
望が望まれます。

1466

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国際的競争力が我が国
に大きく求められている
一方で、我が国の大学
院生に対する財政的支
援は著しく遅れをとって
いる。海外大学との提
携や国際学会、海外へ
の論文投稿が必須条件
になりつつあるなかで、
こうした条件を兼ね備え
るグローバルCOEプロ
グラムは、大学院生に
対する経済的援助だけ
でなく、海外にも通用す
る研究者育成のための
必須の措置ともいえる。
この施策を継続し、我
が国の研究者養成に資
することを希望する。

国際競争力ある研究者
人材の養成のために、
大学院生に対する経済
的援助はもちろんのこ
と、海外大学との提携
の機会は著しく欠いた
状態にある。そのため、
とくに若手研究者養成
のための施策は今後、
国際競争力の求められ
るグローバル時代にお
いては一層必要になる
と考えるため。

大学・

昨年、必ずしも透明でな
い仕組み、組織で中心
研究者とその研究機関
が選定された。正直なと
ころ、選ばれた方々を
見て大きな失望を覚え
た。具体的に知る人も
相当数含まれており、

研究分野にもよろうが、
多くの分野では研究費
には適正な金額がある
と感じる。この費用の配
分が決まった研究者の
多くはすでに多額の研
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1467

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24135
最先端プロ
グラム

推進す
べきでは
ない

研究ポテンシャルの高
い人の群れであること
は否定しない。ただし、
一人、あるいは少人数
グループにあれだけ高
額の研究費を投資し
て、見返りがあると真に
思っているか。多くの部
分が税金の無駄使いに
思えてならない。この策
を企画・実施した組織の
責任は大きく問われる
べきと感じる。

究費を使って研究を実
施している。またビッグ
ネームであっても研究
の旬を過ぎたような研
究者（群）も見られる。
提案者側には、成果を
あげる責任はあるもの
の、もっと大きな責任は
策を決定した側にある。
今からでも遅くないので
仕分け作業の対象にす
べきである。

1468
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

日本文化のグローバル
化に貢献できる技術。
ぜひ推進すべき。

日本の弱点のひとつに
世界で一般的でない言
語がある。この壁を低く
し世界に日本ファンを増
やす一助となる研究で
ある。

1469

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

透明性を確保した人事
制度と、優秀若手研究
者の能力を自由に発揮
できる環境を与えるた
めには、テニュアトラッ
クの普及を推進すべき
である。その実施にお
いて重要なのは、１）日
本全体で同時に行わな
ければならない。２）制
度を持続するためには
教員のポストを増やす
必要がある。３）推進の
ためには、制度から、研
究費だけでなく給与も
与えるべきである。

１）旧態依然とした教授
主導の人事制度が平行
して行われている場合
に、リスクをとってまで
テニュアトラックを望む
若手研究者がいるだろ
うか。２）この制度は将
来的には破綻する。な
ぜならば、数年後、テニ
ュアを獲得した研究者
でポストは埋まり、テニ
ュアトラックの先のポス
トが無くなるからだ。解
決には教員のポストを
増やす。テニュアからこ
ぼれた人材の活用方法
を見いだす（中高の教
員資格を与える等）。３）
独立ポジションだけでな
く、給与水準が優秀な
人材確保とモチベーショ
ンの維持に効果を発揮
する。すなわち、獲得資
金に連動した給与体型
を導入する必要があ
る。

大学・

１．日本が誇る宇宙技
術の海外戦略の推進は
結構である。 

１．ハヤブサは工学探
査で有り、物質科学的
にはじめから物質の特 
徴を考慮しない失敗例
である。 
２．試料回収を目的とし
ても、技術開発が十分
でなく、時間切れで工学
探査に、試料回収装置
をつけただけで、本質
的に試料回収 
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1470

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24169 宇宙技術

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

２．しかし物質を含めて
科学戦略が見えない。 
３．科学は研究成果を
踏まえた戦略であり宇
宙には不可欠である。 
４．このような技術優先
の施策は、長期的には
若いものが育たない欠
点がある。 

の科学戦略が見えな
い。 
３．このような小惑星に
行きたいという主張であ
り、試料その場観察及
びそのまま回収技術は
未検討に近く、間接的
な遠隔データで詳細な
科学議論を行おうとして
いる。 
４．物質同定の基本が
技術に反映されていな
く、間接的な技術優先
の施策は偏った若いも
のを指導することとな
る。 

1471

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画で推進されている原
子核物理学 
の諸研究は、世界の最
高水準かつ最先端に位
置する。その 
ことを背景に、欧米アの
各国、多数の研究機
関・研究者と 
ともに国際協力が活発
に進められている。我
が国にとって 
極めて貴重な知的財産
であり、将来にわたって
世界をリー 
ドする若手人材を多数
輩出することもできる。
強力に推進 
すべきである。 

同様の計画を推進しよ
うとしている欧米から羨
望をもって 
みられている世界最高
峰の加速器施設であ
る。基幹加速器は 
完成されているものの、
今後は、各種実験装置
の設置や運転 
経費を十分に確保し
て、そのアドバンテージ
を最大限に発 
揮していくことが不可欠
である。そのことによっ
て、我が国 
が基礎研究で世界をリ
ードしている非常によい
モデルとも 
なる。

1472
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

魚を育てる藻場・干潟
等の失われつつある海
洋環境の保全は、全面
的に国民に示され、こ
れを身近な問題として
一人ひとりが考えてゆく
ことが重要だと感じる。

世界的にも日本が水産
物の買い負け状態に陥
りつつある現代におい
て、日本の水産を守り
育て、持続可能な水産
を確保していくことが重
要。魚離れが進む中、
このようなことはもっと
国民に理解されるべき
だと感じるので。

大学・
公的
研究

大学は、人類が今後目
指すべき知的生産社会
を形成する上で 
不可欠な社会基盤であ
る。特に、社会の物質
的な発展・持続 
可能な発展を支える科
学および技術を生み出

若者が減少しつつある
日本社会において、高
度な能力を身に 
つけた人材を育成して
いくことでしか発展は望
めない。国立 
大学は、基礎研究と高
等教育の両面で、多様
な機能を発揮で 
きる基盤をようやく蓄え
てきたと思う。今後十分
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1473

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

していくために 
必要な理系分野の人材
育成は国立大学によっ
て支えられてい 
るといってよい。これは
国によって推進すべき
最重要の課題 
であり、国立大学法人
の整備拡充を着実に進
めていくべきで 
ある。

な投資をす 
るならば今後大きな発
展が可能である。逆に、
過去数年の 
ように、あるいはそれを
上回る運営交付金減と
なるならば、 
欧米の大学との比較は
もとより、教育研究に多
大の投資を始 
めた中国にも遅れをと
り、社会が衰退していく
恐れさえある。

1474

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26104
新農業展開
ゲノムプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

穀物の大幅な生産向上
を目指した新たな品種
改良の技術開発は、食
糧自給率目標達成には
必要不可欠です。しか
しながら、日本の植物
バイオテクノロジー技術
は世界最先端であるに
もかかわらず、実際の
農業生産にフィードバッ
クされている例はほとん
どありません。医療系
の研究開発に比べ予算
規模が小さく、限られた
予算、人手の中で研究
業績を出そうとするあま
り踏み込んだ研究がで
きていないと私は考え
ています。本分野の更
なる支援の拡大を期待
します。

本施策の成果として食
料自給率目標達成があ
げられ、施策の領域が
豊かな国民生活基盤と
なっていますが、世界
的な人口爆発による食
料危機が叫ばれる今、
このような技術開発は
日本国内の問題解決だ
けでなく、世界的にも必
要とされつつあります。
このような背景から、植
物バイオテクノロジー産
業は世界的な一大産業
になる可能性は極めて
高く、新たな経済基盤
の構築につながりま
す。実際に米国や中国
は植物バイオの予算を
大幅に増やしており、競
争は激化しています。
日本がこのような流れ
から取り残されないた
めにも重点的な支援が
必要だと思います。

1475

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

世界トップレベル研究
拠点プログラムは、２０
０７年１０月に発足して
から約３年経過し、当初
はいろいろな問題があ
ったが、ほぼ順調に進
み始めた。発足してから
いくつかの成果も出始
め、世界的にも注目さ
れるようになってきた。
ノーべル賞を狙うのも良
いが、拠点によっては、
世界的な企業との連携
を進め実際の社会に貢
献する様な成果を挙げ
られる体制にしたらどう
であろうか？また、これ
らの拠点を核にした新

世界トップレベル研究
拠点が決まってからの
社会情勢の変化は大き
い。したがって当初の重
点や方針もそれに対応
するべきである。１０年
計画なので研究内容、
重点も柔軟に対応させ
る必要がある。アカデミ
ズムにこだわらず社会、
企業との連携、さらには
研究拠点からのグロー
バルスタンダードの発
信なども目標にするとよ
い。
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しい分野の研究機関や
機構が生まれるのも促
進すべきである。

1476
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

インターネットは、現在
社会公共基盤として国
民生活に密着するとと
もに、常に新たな経済
効果を創出しているが、
その創成から30年がた
ち、品質、安全性、高付
加価値サービスなど、
新たな課題や要求が増
大している。 このよう
な、背景のなか世界的
にも新世代ネットワーク
の在り方に関する研究
が進められているが、こ
れらの研究を実証的に
検証、運用するネットワ
ークの存在は、研究推
進に不可欠である。 一
方、このうよな長期的な
視点でのネットークは、
民間では維持展開が困
難であり、国の予算の
もと適切に運営されるこ
とが期待されるもので、
ぜひ推進していただき
たい。 
 また、今後ワイヤレス
と有線の融合が重要と
なり、無線通信までを視
野に入れたテストベッド
の拡張も期待している。

 推進すべき理由は、
以下のとおりである。 
1.新世代ネットワーク
は、世界的に研究課題
として取り組まれている
重要な科学技術テーマ
である。 
2.研究成果の実証、展
開には、民間ネットワー
クなどとは別に、自由
度、高性能なテストベッ
ドネットワークの存在が
必須である。 
3.テストベッドは，既存
の民間商用ネットワーク
とはこなとり、様々な実
証、朝鮮を行なう上で、
民間ネットワークではな
く、公的資源として整備
されるべきものである。

1477

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷エレクトロニクス
は、今後日本が技術立
国を進めていく上で、キ
ーポイントになる事業と
考えられる。特に諸外
国では、グリーンテクノ
ロジーの一貫としての
開発が進められ、社会
的ニーズも大きい。日
本としても同様の取り組
みが必要であると考え
る。

（「ご意見」と同じ）印刷
エレクトロニクスは、今
後日本が技術立国を進
めていく上で、キーポイ
ントになる事業と考えら
れる。特に諸外国では、
グリーンテクノロジーの
一貫としての開発が進
められ、社会的ニーズ
も大きい。日本としても
同様の取り組みが必要
であると考える。

大学・
公的

燃料電池自動車の普及
はCO2削減のためには
絶対に達成しなくてはい
けない技術である。燃
料電池の普及に大きな
壁となっているのが白
金触媒で、これの使用
料を低減させる研究
や、白金代替触媒の研
究は急務を要している。

電気自動車は走行距離
や廃電池の処理に問題
があり、タウンカーとし
てのメリットは大きいも
のの、トラック・バスには
不向きである。燃料電
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1478

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

触媒の開発は、触媒活
性発現の機構が明かで
ないことが多く、基礎研
究を重点的に行うこと
が重要である。そのた
めには大学が持ってい
るノーハウを十分に活
用すべきと考える。そし
て、産官学が一体となっ
て自動車で実用可能な
燃料電池の開発を行う
べきである。従って、本
施策は継続して行うべ
きと考える。

気自動車は、ユーザー
の立場からすれば、燃
料がガソリンから水素
に変化するだけで、そ
の使用感に大きなズレ
はない。何と言っても、
CO2削減は日本の最重
要課題であり、これの達
成のために燃料電池の
普及は急務である。

1479

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

教育研究レベル維持の
ため必須

老朽化が進んでおり計
画的に整備することは
教育立国を目指す日本
にとって重要な基盤整
備

1480
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代エレク
トロニクス材
料・プロセス
基盤技術開
発事業

このまま
推進す
べき

近年、携帯電話、ｉ－ｐａ
ｄなどの情報端末機器
は日々進化しており、こ
の分野で他の国々より
優れた技術を開発する
ことは、資源に乏しい日
本にとって経済発展を
続ける上で非常に重要
です。この技術をライバ
ルである欧米や韓国、
中国に先駆けて完成さ
せることが今後の日本
の将来を決める上でと
ても重要と考えます。

近年、携帯電話、ｉ－ｐａ
ｄなどの情報端末機器
はさらなる高性能化、小
型化が要望されており、
これに対応可能な技術
として情報端末機器の
心臓部である基板上に
配線や接合に用いる材
料を印刷で行う方法が
あります。この方法は従
来のリソグラフィー法や
メッキ法と比較して、廃
棄物量が少ないことか
ら、何よりも環境に優し
い工法であります。それ
ゆえ、今後、日本が世
界において情報端末機
器の生産において優位
性を保っていくためには
必要不可欠な技術であ
ると考えます。

1481

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

プロジェクトの形をベス
トにしようとして時間を
浪費するのではなく、拙
速でもスピード感を持っ
て取り組むべき。

トップダウン型のシリコ
ンナノテクノロジーにお
いては、もはや世界水
準に追いつくことは難し
い。我が国のエレクトロ
ニクス産業やエレクトロ
ニクスを応用する産業
の死命は、印刷エレクト
ロニクスの市場化で先
陣を切れるか否かに掛
っている。

石油化学資源に頼らな
いバイオマス資源を活
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1482
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーンサス
テナブルケミ
カルプロセス
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

用した取り組みは、今
後の地球環境対策とし
ては避けて通れないも
のと考えます。少しでも
早くその技術検討を開
始し実用化に向けて研
究開発を進める事が必
要です。炭酸ガス削減、
地球温暖化対策として
バイマスプラスチックは
その中でも非常に有望
なものであると考えま
す。

このままの状態では人
類が住み続ける地球の
環境が、悪い方向に言
ってしまう事から逃げれ
ないと感じます。石油資
源に頼りきらない世の
中を構築する事は急務
と考えます。

1483

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

「Bファクトリー加速器の
高度化による新しい物
理法則の探求」のため
の加速器、測定器の改
造を計画に沿って進め
るべきである。

・加速器を用いた素粒
子研究は、物質の究極
の姿のオーソドックスな
研究方法であり、素粒
子の相互作用の研究や
新粒子の探索など、他
の研究方法が取って代
わることのできないもの
である。 
・高エネルギー加速器
実験は、様々な立場の
研究者が様々な研究を
共同して行うことができ
るので、研究者の育成
や分野を超えた発展に
つながる。現在、日本が
この分野で世界をリード
しているので、既存の体
制において、国際的に
も大きな貢献が出来
る。 
・当研究は、宇宙全体
の謎に迫るものであり、
「人類の最大の疑問」を
探求し続けるということ
の意義は大きい。

1484

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

科学技術の国際的優位
性を持ち、維持すること
は我が国の成長戦略に
不可欠である。そして国
立大学法人は我が国に
おける科学分野の研究
関連人材育成の主要な
組織である。研究･教育
レベルの国際競争力を
維持、向上させるため
には少なくとも諸外国に
比べて見劣りしない施
設等の整備、即ち研究･
教育の基盤整備は積極
的に推進されるべきで

十分な施設、設備は世
界に伍する人材の育
成、研究遂行に必須で
あり、我が国が知的財
産をもとに国際競争に
打ち勝つためには、そ
の基盤の一つであり、
人材育成の要である国
立大学法人等の施設の
整備を進めることの必
要性は明らかである。
新たな研究施設や設備
の整備ももちろんである
が、国際基準の下で研
究教育ができるように
老朽化が甚だしい施設
が少なくない例えば動
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ある。 物実験施設のような基
盤的施設の整備は、至
急の改善が必要であ
る。

1485
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

この事業は、世界最先
端の独創的研究成果を
支える基盤であり、その
活用は、無限大である。
先端研究を推進させる
には、それに伴なうイン
フラ整備が必要となる
のは必然である。当然
推進されるべき事業で
ある。

現在、この国において
の最先端研究データの
計測分析技術や機器
は、海外に依存してい
る度合いが大きい。こ
れは、海外技術という
土台の上に、我が国の
先端研究を将来にわた
って常に乗せなければ
いけないということであ
る。コストの問題だけで
なく、この国の存続にも
関わる問題であり、この
施策は当然推進される
べきである。

1486
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術で電子デバイ
スを創生することは非
常に画期的な技術で、
省資源化にもつながる
と考えられる。また、フ
レキシブルな情報端末
を実現できる可能性が
大いにあり、国際競争
力のある製品づくりにつ
ながる。

資源の使用量を減らす
事ができるだけでなく、
プロセスの短縮、廃棄
物の削減に大きな効果
がある。しかし、配線や
電極、TFTなどすべてを
印刷で形成するには非
常に高度な技術が必要
である。あいにく、日本
はこの分野で先端を走
っており、大きなポテン
シャルを秘めていると感
じる。ものづくり大国の
日本を復活させるため
にも、本プロジェクトを
成功に導いて欲しい。

1487

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

SCOPEは情報通信の
先端分野に特化した助
成制度であり、基盤的
研究、地域に密着した
情報通信システムの研
究で大きな成果をあげ
ると共に、若手、地域の
当該分野の研究者育成
に多大な貢献をしてお
ります。是非この制度を
今後益々発展させて頂
きたいと思います。

本制度は、対象とする
情報通信先端分野の研
究領域も適切に選定さ
れており、かつ審査も厳
正に実施されているた
め、学問的にレベルの
高い研究成果をあげる
同時に、この分野の人
材育成に大きく貢献して
います。成果として発表
された研究論文は質・
量共に優れており、学
会から授賞数も多いこ
とが特徴です。この制
度によって育った若手
研究者、地方研究者も
多く、極めて効果の大き
い制度と考えます。

欧州や中国は、環境保
護や安全性を建前にし
た過剰規制導入による
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1488

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27006

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（次世
代グリーンイ
ノベーション
評価基盤技
術開発）

このまま
推進す
べき

我国が国内に雇用を維
持する上で不可欠な事
業であり、時間的に単
発的であったり、対象が
限定的であったりしては
いけない。継続的に取
り組むことで、ブランド
力のある事業に育てる
べき。

非関税障壁の構築に邁
進している。一方、中国
をはじめとする新興国
からは、規制の不備を
突き、粗悪な「グリーン
製品」を安価で輸出して
市場の制覇を狙う動き
もみられる。これら一見
相反する事象の根本は
同一で、科学的・技術
的な根拠がないのを良
いことに、部材や材料
の評価基準が恣意的に
設定されているというこ
とである。我国がこれら
の動きに対応する術
は、誠実に科学的・技
術的な根拠のある評価
基盤技術を開発してい
くことしかない。

1489
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

国策として技術開発の
促進を期待する。

電子機器の小型化・高
性能化・高機能化に伴
い、電子材料の役割は
非常に重要である。印
刷による電子回路形成
技術は、省資源・省エネ
の観点で画期的な技術
であり、今後もますます
重要性を増していくと予
想される。日本のもの
づくり技術が世界をリー
ドするためにも、当該分
野における産学官連携
の技術開発推進が不可
欠である。

1490

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

厚生
労働
省

25105

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究 （１）循環
器疾患・糖尿
病等生活習
慣病対策総
合研究

このまま
推進す
べき

脳卒中とくに脳梗塞は
t-PAの使用により社会
復帰率が格段に向上し
たが、まだその適応が
不十分でPrehospital 
careの充実、専門コメデ
ィカル、専門医の育成、
地域連携ネットワーク構
築が重要である。

循環器疾患とくに脳卒
中は増加しており、働き
盛りの年代も多く罹患
し、介護費用を含めると
最も多い医療経費を使
っている。したがって、こ
の予防、治療対策研究
は極めて重要である。

1491
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

世界的な環境問題を背
景に二酸化炭素排出量
や環境汚染物質の削減
などが求められていま
す。また、中国やインド
など発展途上国の急速
な成長に伴い、限られ
た資源の有効な利用が
今後益々重要になって
くると思われます。その
ような中で日本国内で
ものづくりを続けるため

既存のフォトリソグラフィ
ーによる工法は、工程
が長く、廃液もでること
から、この技術にかわ
る印刷技術を利用した
プリンテッドエレクトロニ
クスへの関心が欧米や
アジアを中心に急速に
拡がっています。そのよ
うな中でこの分野にお
いて日本が最先端を走
り、世界に先駆けて材
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には、既存技術にかわ
る新しい材料及び技術
の開発が急務であると
考えられるため、本事
業は早急に推進すべき
施策だと思われます。

料及び技術の開発を行
うために、本事業は重
要かつ必要不可欠な施
策だと考えられる。その
ため、早期に実施すべ
き施策だと思われます。

1492

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

情報通信分野の研究
は、その性格から、先
端技術分野に属するも
のであるが、その実用
化となると、様々な応用
範囲を網羅できるため、
先端的研究から実用的
な研究と様々なステー
ジの研究が必要にな
る。逆に、それらの様々
なステージを想定した
研究開発体制を取るこ
とは、情報通信分野で
は重要な取り組みであ
ると考える。

情報通信技術は、それ
単体で完結するもので
はなく、応用して初めて
世の中のためになる技
術である。 
ことに、地域の課題解
決のために先端の情報
通信技術を応用してい
くことは、地域社会の振
興に有効に寄与するこ
とから、情報通信技術
開発の推進は、社会へ
の貢献度合いが非常に
大きいと考えるため。

1493

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国民の生命・生活・財産
を守る、天気予報・環境
監視に寄与する衛星や
レーダー計測技術開発
は、国で担うべきもので
あり、本施策はその中
核である。

大学等との協力関係が
十分とはいえないなど
改善の余地がある。大
学との共同研究は、将
来の科学技術を支える
優秀な若手育成にもつ
ながることになる。

1494
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

当該分野は次世代のキ
ーテクノロジーであり、
日本にとっては有力な
戦略技術の一つであ
る。オールジャパンでの
推進を図るべき分野と
考える。

素材開発、アプリケーシ
ョン開発は日本の得意
とするところであり、当
分野は、その持てる力
を最も発揮できる技術
分野である。 

1495

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

エッジノードは，コアノー
ドと比較して台数がけた
違いに多いため，高速
化に伴う低消費電力化
の要求が社会的に要請
される．また，セキュリ
ティ関係の処理もあり，
光・電気のハイブリッド
技術を導入する必然が
あり，省エネルギー化に
対する難易度が高い．
国際標準を獲得し，我
が国の通信機器製造業
の国際競争力強化のた
め不可避の施策であ
る．

標準化と関連技術開発
が同期して，効果的な
開発ができている．本プ
ロジェクトではイーサネ
ットのロジック部分（レイ
ヤー２），「27170」の「次
世代高効率ネットワーク
デバイス技術開発」が
光デバイス部分の開発
を行っており，合わせて
100Gbpsイーサネットの
ネットワークインタフェー
スカードを世界に先駆
けて開発できる．省庁
間で有機的な研究がで
きている稀な実例であ
る．

大学・ 時代に見合った新たな
教育には100年の時間
がかかると言われる。
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1496

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

コースを設けるなどの
施策は重要と思う。しか
し、大学の各研究科各
専攻における基礎的な
研究を担う若手育成も
軽視してはいけない。

安定した教育システム
は底力のある若手教育
に効果がある。冒険的
要素のある新たなコー
スだけでなく、安定した
従来のコースへの手厚
い施策も非常に重要で
ある。

1497

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

現在進行中の本開発は
前回、予算がお幅に削
減されたが、相応の予
算をつけて開発を続行
することが望ましいと考
える。また、スパコンの
箱ものを神戸を拠点に
建設中であるが、スパ
コンを使った研究開発
（気象や天文、医学）に
さらなる予算の増資、少
なくとも維持は必須であ
ると考える。

昨今の日本の衰退は経
済だけではなく、教育や
科学技術においてもし
かりである。ひとつに知
的資産についての認識
が一般人のみならず公
的機関、国の諸官庁で
もかなり甘いと言えよ
う。スパコンを用いた事
業は各研究方面の研究
自体の発展だけではな
く、スパコンを用いた未
来予測をもとに、新しい
事業ビジネスのチャン
スを生むことが多いに
期待される。医学応用
についていえば、病気
の予測から治療方針、
また創薬に発展できれ
ば新薬のビジネスが広
がり、純粋科学以上に
応用科学の中でも一般
の人への見返りは大き
いと思われる。

1498

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合 推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

推進すべきテーマであ
ると考えます。 

ライフサイエンス分野で
は、膨大な情報が得ら
れるようになってきてい
ます。 
せっかく得られた重要な
情報も、未整理のまま、
研究室レベルで閉じて
いては、 
活用される機会を逸し
てしまいます。 
広く、即座に活用される
ためには、膨大な情報
を効率よく整理・解析
し、多くの人が利用でき
る状態 
にすることが重要です。
データベースを統合化
することは、有効な方法
だと考えます。

大学・
公的
研究 文部 このまま 基礎科学研究・技術研

計画書のピアレビュー
（その中で、各研究者の
実績も評価できている）
のプロセスが確立して
おり、大変よく機能して
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1499

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24133
科学研究費
補助金

推進す
べき

究を支える施策であり、
今後も続けるべきであ
る。

いる。日本における基
礎科学の成果のほとん
どはこの補助金により
生まれているといっても
過言ではないのでない
か。

1500

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

海洋研究機構における
地球内部ダイナミクス
研究は世界最先端を目
指している研究であり、
かつ国際的な評価は非
常に高い。日本の科学
の将来、および世界に
対する貢献として是非
このまま推進すべきで
ある。

地震、火山、地球内部
のダイナミクスの解明
は我々の惑星、地球を
知りたいという人間の生
命からあふれ出る科学
的欲求の一つである。
日本は世界の変動帯に
位置することもあり、こ
の分野の研究で世界最
先端を自負している。地
球内部ダイナミクス研
究は日本の誇りであり、
また世界と人類に貢献
するものである。推進さ
れることを心から願うも
のである。

1501
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクロトニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷法による電子デバ
イスの作製は、今まで
のシリコン基板上での
物づくりと比較し、大面
積化、フィルム状のデ
バイス作製など経済効
果や作製プロセスにお
ける安全面も踏まえ重
要であると考える。出来
上がった物自体も軽量
になることから、電子デ
バイスをより身近な存
在として経済効果も高
いと考えられる。

現在のシリコンデバイス
には、作製プロセス内
にフッ酸などの強酸が
使用される割合が高く、
人間にも環境にも優しく
ない。また、印刷手法を
使用すれば、真空での
工程が減らすことがで
きるので、同じ機能で低
価格の商品への応用な
どもでき、波及効果は
大きいと考えられる。

1502

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本事業は、国際競争力
のある新しい若手研究
者の育成を目標として
おり、その機能を十分
に果たしている。引き続
き、同様の事業が継続
されることを希望しま
す。

優秀な大学院生を確保
し、研究に専念させて、
優れた研究者を養成す
るためには、それを実
行できる環境整備が必
要不可欠である。本事
業の趣旨はこのことに
全く合致している。 

1503
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8の運営、維持
管理、およびアップグレ
ード費用に関して、昨年
度並みの確保、もしくは
増額していただきたくコ
メントいたします。

SPring-8の特徴は単に
高強度、高エネルギー
のＸ線の供給のみでな
く、その安定性やユー
ザーフレンドリー性にも
特筆すべきものがあ
る。その根底にあるもの
は、ハード、ソフトの性
能もさることながら、各
ビームライン担当者の
献身的なサポートが大
きい。特に産業利用を
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推進するためにはこの
ようなサポート体制は必
須で、むしろ今後、強化
すべきであると考える。

1504
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術を駆使した回
路形成は大面積基材へ
の対応が可能となり、フ
レキシブル化、軽量化
等の特徴を生かしたデ
バイスを開発できるた
め、デバイス産業の競
争力強化につながる。
特に高速印刷での回路
形成が実現できればコ
スト面で大きな躍進が
期待される。また、環
境・エネルギー分野で
の期待感が高まってき
ており低消費電力ＴＦＴ
が開発されれば、環境・
エネルギー分野に大き
な貢献をもたらすものと
考えられる。

従来から印刷技術を利
用した配線形成として
はスクリーン印刷による
回路形成等が主流であ
ったが、配線幅や膜厚
の制限により対応でき
る領域が限られている。
近年の印刷技術及び材
料技術の発展に伴い微
細な領域への印刷によ
る電子回路形成への可
能性が高まっているた
め、実現が可能となれ
ば日本の産業にとって
大きな革新となる。

1505

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

先端分析技術および機
器開発における基盤研
究から応用研究、さらに
は実用化研究をサポー
トする事業であり、日本
の将来を牽引する技術
開発が多分に含まれて
いる。したがって、更な
る予算増額をお願いし
たい。

本事業は平成21年度よ
り30％予算カットされた
が、国際的な競争力が
必要な科学技術の分野
で予算削減は致命的で
ある。また、一般に科学
を通じた諸外国との交
流や協力体制も必要で
あると思うが、科学技術
はオンリーワンで世界
ナンバーワンを目指す
べきである。

1506
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術を用いて電子
回路などを作製すること
は、これまでの真空プロ
セスを用いた方法に比
べて、省エネ、省資源で
あり、エレクトロニクス産
業のプロセスを革新す
ると思う。

近年のエレクトロニクス
産業において日本は、
製造コストの安い新興
国に対して競争力を持
つことができていない。
この状況を打開するた
めにも、世界の追随を
許さないような革新的な
デバイス作製プロセス
を確立するべき。

1507 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

国土
交通
省

28001 高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ

このまま
推進す
べき

「みちびき」などの新衛
星も活用し，日本独自
のGPS活用技術の開発
を行う．また，基地局の
関係で沖合でのGPS観
測位置が20ｋｍ以内と
制限されている現状を
変化できる技術開発を
行う．また，小型で気象
の変動によって位置を
変更できる新しい海象

GPSの活用はブイ観測
やケーソン設置技術に
活用されているが基地
局の制限で，陸地から
遠距離での観測が制限
されている．また，大型
固定局だけでなく気象
変動が激しい将来にお
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設試
等）

る高精度測
位技術の開
発

観測装置の挿入を図る
べき．また，局所豪雨の
推定のために高度な浸
水高測定装置とそれに
連動した交通管制装置
（信号機，遮断機）の整
備を進める． 

いては小型の曳航型ブ
イなどの簡易な観測装
置の開発を合わせて進
めるべきと考える．

1508

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

推進すべきところであ
り、更なる助成を施して
もよい施策と考えます。

基礎物理を探求する点
において、先駆性に長
け、戦略的にみてもグ
ローバルな観点で推進
されております。その目
標もシンプルでわかり
易い。他方、若手研究
者が多い事が重要性項
目の一つとされておりま
すが、このようなビッグ
プロジェクトでは「経験」
が重要な要素であり、
着実な成果を出し続け
るためにも経験者や有
識者を多く参入していく
べきところと思います。
この点が不安要素の一
つであり、更なる助成を
必要とする理由になり
ます。

1509

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

利用や他の植物への応
用を踏まえて、研究の
出口を作り、研究を推
進すべき。

モデル植物に特化して
いて、他の植物への汎
用性を感じられないた
め。

1510

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

「施策の目的及び概要」
に書かれてある通り、
数学・数理科学は、科
学における普遍的な言
語であり、欧米諸国を
見習い、今後とも数学・
数理科学の発展のため
に、特に、産業界・諸科
学研究者との連携を発
展させるような予算配
置を行なうべきだと信じ
ている。 

応用技術の開発は目に
見える部分が多く予算
配置が行ないやすい点
に比べて、基礎科学は
直接国民生活につなが
る部分が少ないことか
らも、重要視されないこ
とが多い。しかしなが
ら、米国の例からも考え
て、数学・数理科学へ
の投資（将来の発展の
意味での）をおろそかに
した結果、科学自体の
衰退につながる恐れが
ある。以上から、今まで
と異なり、新規に数学・
数理科学への支援が行
なわれることは評価出
来る。 

ＩＴＥＲ計画に国際協力
として参画し、機構長の
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1511

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

核融合エネルギー開発
は、CO2負荷の少ない
グローバルなエネルギ
ー源として原子力に変
わりうるポテンシャルを
持った技術開発であり、
着実に推進すべきもの
である。 

重責を日本が担ってい
る位置づけからも、世界
をリードする科学と技術
力を日本が有している
ことがわかる。 
是非、短期的な視点で
は無く、長期的な戦略と
して位置づけ、継続的
なエネルギー戦略とし
て位置づけて推進して
ほしい。、

1512

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

植物を研究材料にする
上で、非常に重要な研
究課題である。

植物の基礎研究から応
用研究を見越して研究
計画を立案している。こ
のような試みは非常に
挑戦的なものである。ま
た、基礎から応用への
転換は時間とお金がか
かる。 本事業は資源
に乏しい日本にとって、
植物資源確保するため
の重要な研究テーマで
ある。

1513

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20115
先端ICT技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

先端ICT技術の研究
は、今後さらに重要とな
る安全・安心の通信技
術を発展させること、さ
らに通信量の指数関数
的な増大によって通信
に関連したエネルギー
消費が近い将来に膨大
になるとの予測から、
「グリーンインターネッ
ト」の研究が世界的に
活発化していることなど
から、これまで以上にそ
の重要性が増してい
る。今後さらに研究を加
速する必要がある。

特にNICTのフォトニック
デバイスラボは国内に
おけるこの分野の関連
共同研究の中心的な役
割を果たしており、その
重要性はことに増加し
ている。北大グループも
共同研究により、光ファ
イバー通信波長帯での
量子暗号通信用単一光
子・もつれあい光子対を
発生するダイオード光
源に関する先端研究を
共同で進めており、共
同研究をさらに活性化
することにより、安全・
安心のコミュニケーショ
ンネットワークの実現に
向けた大きな成果が期
待できる。

1514

大学・
公的
研究
機関 30～

文部
科学

24116

オーダーメイ
ド医療実現

このまま
推進す

オーダーメイド医療実現
化プロジェクトをこのま

このプロジェクトに関し
て、実際に医療現場で
患者さんと係わるもの
です。 
現場では多くの患者さ
んが個人的な見返りを
求めずご協力くださって
います。 
自分の血液が少しでも
未来の医療の発展に貢
献できるならこんな嬉し
いことはないと言ってく
れています。 
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（独
法・公
設試
等）

39歳 省 化プロジェク
ト

べき まの状態で続けてほし
い。

今のような中途半端な
状態で終わったり、予算
の削減のために期待さ
れる研究成果が出せな
いのは、このような方た
ちの思いや採取した血
液が無駄になると思い
ます。 
また国の医療費削減の
ための予防医学の将来
に大きな損失となるの
ではないでしょうか。

1515

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む)

このまま
推進す
べき

現在、科学技術振興機
構の「数学と諸分野の
協働によるブレークス
ルーの探索」領域にお
けるさきがけ研究者を
行なっている。特に、数
学という基礎分野では
文部科学省が中心とな
るボトムアップ型の研究
費である科学研究費補
助金が自然である。 
しかしながら、国がトッ
プダウンで設定する戦
略目標に基づき、特定
の課題解決に重点化し
て基礎研究から取り組
む競争的資金制度の重
要性を現時点で実感し
ている。 

国がトップダウンで設定
する戦略目標に基づ
き、特定の課題解決に
重点化して基礎研究か
ら取り組む競争的資金
制度の必要性として
は、ボトムアップ型では
発想されない研究課題
への到達があることが
一番大きい。これは、
「数学と諸分野の協働
によるブレークスルーの
探索」領域におけるさき
がけ研究者を行なって
いることからも、実感し
ている。さきがけ研究者
になれなければ、今、行
なっている幅広い研究
は出来なかったと強く思
うので、今後も、トップダ
ウン型の予算配置が重
要になると思われる。

1516

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

推進すべき施策であ
り、更なる助成をしても
よい施策と感じます。

RIビームに関する事業
は国際的にみても新し
い分野と察します。実験
施設に関しても日本に
適した規模であり、他国
の情勢に左右されず、
益々推進すべきところと
思います。他方、サイク
ロトロンを中心に推進さ
れておりますが、これは
かなり大型の装置であ
ります。当該研究分野
の更なる発展のため、
コンパクト加速器の導
入や新たな加速手法の
開発を推進していくべき
ところとも思います。こ
の点が更なる助成を必
要とする理由の一つで
あります。

薄く・軽く・落としても割
れない、持ち運びも楽な
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1517
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

■用途は検討すべきだ
と思います。

どで巻物のような 
エレクトロニクスデバイ
スとして、電子ペーパー
などが注目されたが、
デバイス駆動の素子作
製など大変であった。ま
た、当時、電子ペーパ
ーアイデアコンテストの
ような大会もあり、フレ
キシブル化の用途を探
索していたが、まだ、明
確な日本の選択肢は定
まっていないと思うか
ら。選択と集中をキチン
としないといけないと思
います。(30代 元フレキ
シブル電子ペーパー研
究員)

1518

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

国際的な科学競争にお
いて先端的で有利な立
場に立つために、新し
い技術の開発は欠かせ
ない。これに注力を惜し
むことは将来的に技術
を他国から購入すると
いう後進的な立場に立
たされることになる。ま
た、産学連携により、よ
り実用的な技術開発が
なされるため、本施策
の推進は必要不可欠で
ある。

将来の科学研究を見据
えた場合、また日本の
技術レベルの高さを維
持し他国にもアピール
する意味においても、先
端技術開発へ力を注ぐ
必要性は論を俟たな
い。本施策が産学連携
を推進し、重要性の高
い開発を行っていること
から強力に推進する必
要があるといえる。

1519

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

ITER計画は予算規模が
拡大しつつあり、また計
画も見直しが頻繁に行
われているものの、そ
れでもなお我が国として
は推進すべきである。
核融合炉実現は人類の
夢であり、科学技術立
国を標榜する我が国に
はイニシアチブをとって
これに邁進する責任が
ある。ITER計画はその
途上において重要な一
歩である。但し、核融合
炉を実現するためには
ITER計画のみでは不足
であり、これと相補的な
研究活動を併せて推進
する必要がある。相補
的な研究とは、大型ヘリ
カル装置LHD、超伝導ト
カマクJT-60SA、材料
照射試験装置IFMIF、な
どによるものを指す。

核融合炉の実用化は高
度な文明社会を恒久的
に持続するため絶対に
必要。近年、地球温暖
化や地下資源の枯渇が
差し迫った問題であるこ
との認識が敷衍してき
ているが、核融合炉は
これら全地球的問題に
対する切り札となり得
る。その実用化に向け、
ITER計画は停滞なく取
り組むべき課題である。
この夏にはITER機構長
に再度日本人（本島修
氏）が就任し、世界的に
見てもますます我が国
の貢献が期待されてい
る。
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1520

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24151

サイエンス・
パートナーシ
ップ・プロジェ
クト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

初期よりは最近は、先
端研究にテーマが偏っ
ていると感じる。 
先端性はSSHに限定
し、SPPは底上げの機
能分担をすべきである。 
先端性を重視しすぎる
と、特定の教員、学校に
次第に限定される。 
十分な底辺構造を作ら
ないと、先端は伸びな
いと考える。日本人の
科学りテラシーの向上
が重要である。そのた
め、理系クラスだけでな
く、文系クラスも巻き込
めるようにする。 
 また、大学進学率の
向上をリンクさせてもよ
い。

 高校の機能分化、進
学とそうでないもの、あ
るいはエリート校とそう
でないものの格差が、
指導上増加している。
全体の持ち上げが必要
である。 
それが、次の親になり、
教育力の向上につなが
る。少子化であるが、ど
のような勉学背景を持
つものも親になる。等し
いとも言い難い。今の
世代のトップだけを育て
ても、彼らが親になるよ
り、漏れたものが親にな
りうる。次世代育成プラ
ンが必要。

1521

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

本事業費でキャッサバ
研究を行っており、熱帯
地域の研究者、農業従
事者に高い興味を持っ
てもらっている。食料戦
略として日本はこれら熱
帯地域の国々と仲良く
し、今後の食料問題に
対応していかなければ
いけない。

熱帯地域でとれるキャッ
サバは米より安く、栽培
量も年々増加している。
食料戦略として、キャッ
サバ研究を通して熱帯
地域の国々と友好関係
を築いて、有用な遺伝
子資源を確保しておか
なければいけない。

1522

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

GPSや衛星放送等に代
表される人工衛星を利
用した宇宙通信は、現
代社会の生活基盤を支
える重要な社会インフラ
と考えられる。また、今
日の気候変化に伴うゲ
リラ豪雨などの被害緩
和のため、電磁波セン
シングによる災害監視
の役割は前にも増して
重要となっている。これ
らを実現するための基
礎・応用技術の開発を
継続して推進すると伴
に、人工衛星、多点観
測によってもたらされる
膨大なデータを迅速に
処理し、衛星運用、気
象予測、測位精度の向
上等に役立てる必要が
ある。

情報通信研究機構
(NICT)は、その前身で
ある電波研究所、通信
総合研究所の時代か
ら、電波技術を利用した
計測分野において長い
歴史と多大な実績を有
する。 今日、宇宙通信
や多点観測による環境
計測・災害監視が生活
基盤を支える上で不可
欠である。これらを支え
るNICTの高度な電磁波
計測技術によるセンシ
ング、及 び観測をネット
ワークで結び情報解析
する技術は国際的にも
トップクラスであり、 ま
た我が国が優先的に実
施すべき研究開発であ
る。

新しい学習指導要領に
従って新しい学習が全
国で展開されている。そ
の中で、新たな教材が
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1523
小・
中・高
校

50～
59歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

このまま
推進す
べき

理科において体験を元
にした学習を充実させ
ることは、児童・生徒の
学習意欲を高め将来に
渡って学ぶ態度を育成
していくために必要なこ
とである。学校教育にお
いては、理科の施設設
備を充実させることが不
可欠である。

開発されたり、新しい指
導法が確立されたりし
ている。これに伴い、新
学習指導要領の完全実
施がされた後も、理科
の施設設備の充実は必
要である。また、ドラフタ
ーやシャワーを含めた
理科室の安全に配慮し
た施設設備も学校では
遅れている部分がある
ので、ぜひこの面でも充
実させたい。

1524

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

すみやかで着実な実施
を求めたい。同時に、進
行状況など透明性のあ
る評価とその公開を望
む。

将来の日本の基礎研究
分野において非常に重
要な施策と考えるため。
このような基礎的研究
は確実に実施すべきで
ある。また、大規模計画
として、時々の評価を行
う事も大切と考える。

1525

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

助成額の増資か運営の
効率化を促し、推進して
いくべきと感じます。

施策テーマは非常に広
範囲でありヒアリング資
料記載事項に関しても
多くの研究対象項目が
掲げられているように見
受けられます。しかしな
がら、実施される課題
数が少ない印象です。
施策テーマの重要性は
多くの賛同を得られるも
のと感じますが、上記の
点が気になるところであ
り、発展的改善を必要と
感じる理由です。

1526

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
我が国の学術研究の根
幹を支える上で 
必要不可欠の競争的資
金であり、継続(可能で
あれば、さらに 
充実・拡大した形での
運用)が望ましい。 

現在、(国立)大学では
校費削減の影響によ
り、研究費の欠如が著
しく学術研究(特に基礎
研究)を進める上で深刻
な影響が出ている。こ
のような中、科研費は
人文・社会科学から自
然科学まで全ての分野
に 
わたる学術研究に対
し、研究者の自由な発
想に基づいて研究課題
を設定し、計画を立案
することによって予算申
請できる我が国で唯一
の競争的資金である。
他の競争的資金に比べ
審査のプロセスや基準
が明確であり、もっとも
公平性が保たれている
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ことからも現状では欠く
ことが出来ない。 

1527
公益
法人

20～
29歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域の自主性のもと
で、地域の産学官が連
携して科学技術の振興
を行うことができる唯一
の施策である。そのた
め、徳島地域では、これ
まで、研究成果が確立
するまではほぼ独立し
て活動していた大学の
基礎研究の研究者と臨
床応用の研究者、現場
の医師が研究開発段階
から交流し、効率的に
研究開発ができるよう
になった。 
研究の被験者が集まら
ずにできなかった大規
模なコホート研究や食
事療法の研究が行政の
協力により可能になっ
た。 
これまで繋がりの無か
った民間企業（病院や
製薬メーカー以外）と大
学の医学部や薬学部と
の連携が進んだ。 
など、成果が出てきてお
り、事業の効果があると
考えている。従って、こ
のまま推進すべきであ
る。

研究開発はその成果が
社会に還元されるまで
には、ほとんどの場合5
年以上かかる。当事業
は5年事業であり、当初
提案時から5年計画で
事業を推進しており、徳
島地域では、知的クラ
スター創成事業第?期で
築いた、研究機関と企
業との連携（共同研究
等）が当事業により本格
的に動き出し、事業化
の芽も出てきつつある。
また、研究成果を観光
や運動、食品分野とい
う地域産業への波及も
進んできており、計画通
り推進することにより、
地域産業の活性化や世
界的な問題である糖尿
病克服に向けた研究開
発の推進、知的クラスタ
ーの実現が期待でき
る。

1528
小・
中・高
校

50～
59歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

理科学習では、小学校
の段階において何より
も必要なのは理科的な
実体験を豊にすること
である。理科支援員制
度は大変意義のある制
度である。

小学校段階における理
科的実体験の上に、中
学校段階では学問的な
体系に近づけ、高等学
校段階でより専門的な
知識体系を構築してい
くことが、社会全体の科
学的素養を高める重要
な方策となる。その基盤
となるこの制度は、社会
全体に対する影響も大
きなものであり不可欠な
ものである。

1529 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

インターネットの普及と
サービスの高帯域化は
順調に進んでおり、むし
ろネットワーク資源が不
足する。その際に、最も
重要な技術が低消費電
力化であり、継続的で

このままトラヒックが推
移すると、CO2排出量
から考えても、IT、ネット
ワーク系のボトルネック
となるグリーンイノベー
ションは、メーカーは直
接的な投資による利益
を上げにくく、うまくナシ
ョナルプロジェクトとして
推進していくことは必須
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設試
等）

かつナショナルワイドな
広範囲の研究開発投資
が必要であり、最重要と
考える。

であり、むしろ拡大させ
なくては世界競争力を
失う可能性がある。ま
た、プログラムはかなり
順調に進められており、
成果も大きい。

1530

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27126

固体高分子
型燃料電池
システム要素
技術開発

このまま
推進す
べき

燃料電池はこれからの
低酸素、水素エネルギ
ー社会を構成していくた
めの牽引車となる技術
であるので、今まで以
上に開発を促進氏べき
である。また、日本の技
術は世界の最先端を進
んでいるので、周辺技
術を含め、輸出、雇用
の拡大につながると考
える。

特に酸化物系触媒にお
いては、日本独自の技
術として開発が進んで
おり、他国の追随を受
けない技術とし、燃料電
池のコスト低減の主力
として期待される技術で
ある。開発費の削減等
を行い、ここでその開発
スピードを低下させるよ
うな施策は将来への禍
根を残すものである。

1531

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

どんな経済環境が悪く
ても、基礎研究を削る
国はない。そこから国の
未来が生まれてくるから
である。むしろ研究活動
により多く投資する時期
であると考える。

スウェーデンなどの国
が乗り越えてきた経済
危機の例を挙げるまで
もなく、科学技術を切り
開かない国家は衰退す
るしかない。日本は今
後の１０年正しい選択を
し、科学研究により多く
投資する必然性があ
る。

1532

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
(J-PARC)

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

運営費の増資もしくは
高効率化をはかり、発
展的推進を目指すべき
と感じます。民間企業参
入の方向性に関して、
その動向がどのような
なったのか不透明な感
じがします。

同等な中性子源
EVEDA/IFMIFもあり、差
別化が必要と感じます。
J-PARC は統合計画か
らスタートしたはずです
が、施策を分離し且つ
拠点をそれぞれ移転し
なければならないという
結果となりました。これ
に伴い、実務的な面で、
通勤時間が３時間以上
になる等、職員や研究
者の時間及び心理面へ
の負担が増加している
点があります。生活拠
点整備も含めた研究環
境整備が必要と感じま
す。民間企業との連携
も密に実施し、多方面
での効率化を推進すべ
きところと感じます。

1533

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

60歳
～

文部
科学
省

24113 独）宇宙航空
研究開発機
構「地球観測
衛星網の構

このまま
推進す
べき

我が国において，総合
的な地球環境変動観測
ミッションは，ADEOS
（みどり）衛星以来途絶
えている．本計画を積

地球環境研究並びに探
査技術開発の継続推進
は，最優先事項であり，
且つ我が国の責務であ
ると思う．本計画の実現
により，雲、エアロゾ
ル、陸域植生、海色、積
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設試
等）

築」 極的に推進し，早急な
実現が期待される．

雪分布等の地球環境の
総合観測と解析に大き
な成果が得られる．

1534
小・
中・高
校

50～
59歳

文部
科学
省

24151

サイエンスパ
ートナーシッ
プ・プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

学校外部機関と学校が
連携した取り組みは世
界的にも進められてい
る。日本においても、博
物館などが積極的に取
り組み、学校との連携
が円滑に動き始めた状
況にある。この状況を
更に進めることが必要
である。

全中理や都中理などの
教員研究会でも大学や
博物館などの関係機関
との連携を進めている
ところであり、継続する
ことよってこの動きを更
に進めることができる。
また、生徒の科学研究
活動を相互に発表しあ
う「科学甲子園」など
は、生徒の科学に対す
る意識を多いに高める
ことに効果がある。ぜひ
推進して欲しい。

1535

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

産学官連携の発展をな
くしては、大学の社会へ
の貢献が大きく制限さ
れ、将来の大学の存在
価値は半減する。一
方、大学との密接な関
係を持てない日本の産
業、特に製造業は海外
からの厳しい挑戦を受
け苦戦をさらに強いら
れることとなる。この施
策は大学が象牙の塔に
引きこもらず、社会に貢
献できる能力を発揮で
きる極めて重要な分野
を支援するもので、新産
業の創造、地域経済の
活性化にも貢献できる
ことから、是非推進すべ
きである。

大学が社会に直接貢献
し、共同研究費や技術
移転収入など資金的に
も自立化に近づける分
野を支援する施策であ
り、この施策が止まれ
ば今後ますます大学が
経済的に困難に直面す
ることとなる。また、技
術移転により、緩やか
ではあるが着実に企
業、特に中小企業の新
技術の発展と新産業の
創造への方向が見えて
きており、今後のある程
度長期にわたる支援
が、将来の日本の産業
の隆盛に直接影響を及
ぼすものと考えられ、極
めて重要な施策であ
る。

1536

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金 「先端的
低炭素化技
術開発」

このまま
推進す
べき

植物科学分野の研究が
この施策によって十分
にサポートされなくては
ならないと思います．ま
た出口志向の応用研究
だけでなく，その基盤と
なるべき基礎研究につ
いても，軽視することな
くむしろ積極的に推進
する必要があると思い
ます．

・「低炭素」を実現する
には，「炭素排出の抑
制」，または「炭素同化
の促進」が必要です．後
者を担うのは藻類と植
物で，それを研究してい
るのが植物科学分野に
ほかなりません． 
・現在日本の植物科学
研究は先達の努力によ
り世界でもトップクラス
にあります．ただし，中
国などの新興国に猛追
されています．現在の
状況を維持するには十
分な競争的資金がある
ことが望まれます． 
・アカデミックポストが慢

41



性的に不足するなかで
苦境に立たされている
若手研究者に，チャン
スとエンカレッジをもた
らします．

1537

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設(SPring-
8)

このまま
推進す
べき

当初方針の通り、民間
企業の参入を更に強化
し推進すべきところと感
じます。

昨年度の優先度判定に
おける指摘事項と同様
の意見をもっており、そ
の対応がなされるとの
ことですので。民間企業
の更なる参入により、よ
り一般に身近になり、更
なる社会貢献につなが
ると感じます。

1538

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

米国、欧州も、大きなテ
ストベッドを用いて、サ
ービスやネットワーク技
術の研究開発を行なっ
ている。研究のフェーズ
としても、基盤研究をテ
ストベッドで実験を行な
い、実用化に運ぶのが
通常であり、テストベッ
ドは最重要な投資対象
である。

もしもテストベッドへの
投資をやめた場合、基
盤的研究を実用化にも
っていく橋がなくなって
しまう。また、テストベッ
ド構築は、民間メーカー
には不可能であり、ナシ
ョナルプロジェクトとして
最重要と考える。また、
世界競争力確保上も、
むしろもっと積極的に取
り組んでほしい。

1539

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

文部科学省の科学研究
費は、日本で唯一の研
究者の独自な発想に基
づく自由な研究活動を
サポートする研究費で
あり、とくに若手研究者
にとって、今後大きく羽
ばたいていくための重
要なステップとなりうる
研究費である。この提
言のまま推進されていく
ことが多いに期待され
る。

これまでノーベル賞級
の研究者も、若手研究
者だったときには文部
科学省の科学研究費が
ステップアップの大きな
サポートとなってきた。ト
ップダウン型の研究費
とは異なり、若手研究
者の自由な発想に基づ
く研究支援が、科学・技
術のすそ野を広げ、未
来に向かって科学を発
展させ、国民の福祉に
寄与するはずである。

1540

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27021

ナノ材料の安
全・安心確保
のための国
際先導的安
全性評価技
術の開発

このまま
推進す
べき

ナノ材料の研究開発に
携わっていますが、ナノ
材料の安全評価は緊急
の課題ですので強力に
推進して頂きたい。類似
研究との統合による無
駄の排除は勿論です
が、是非、労働安全衛
生の観点からナノ材料
の安全評技術開発を行
って頂きたい。

アスベストによる健康被
害にみられるように、被
害者の大多数は生産現
場での労働者や施工現
場での作業者です。ナ
ノ材料に関しても最も暴
露の可能性があるのは
同様に生産現場での労
働者であると考えられる
ので、それに適応した
管理規制ができるよう
に労働安全衛生に立脚
したナノ材料の安全評
技術開発だと思いま
す。
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1541

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

本プログラムは、これま
での大学のいわゆる
「象牙の塔」のような社
会から隔絶した感のあ
る知財の集積から、地
域における産学官連携
を学の側から強力に推
進することにより大学の
知財の社会への還元を
進めているものであり、
さらに発展させ推進す
べきだと思います。

これまでにも産官学連
携ということはいわれて
きたが、看板倒れであ
り、そのような予算が大
学についても結局大学
の研究者のためだけに
使われてきたと思いま
す。本プログラムは真
剣に地域における産学
官連携を学の側から強
力に推進しており、これ
までにない真の産学官
連携を目指した、これか
らの日本を元気にする
プログラムであり、強力
に推進すべきだと思い
ます。

1542

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

インターネットの時に、
日本が十分なリーダー
シップを取れなかった。
そのことを繰り返さない
ためにも、より広い範囲
での研究を推進すべ
き、ナショナルプロジェ
クトにふさわしい研究で
ある。

これから5年から10年
で、最も重要な世界的
研究開発トピックスにな
る。そのため、産官学が
協力しての研究が必要
である。

1543

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進 

このまま
推進す
べき

今まで以上に推進すべ
き。

RIビームファクトリーは
日本の科学発展に必要
不可欠である。

1544

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24179
X線自由電子
レーザー
(XFEL)施設

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきと
思います。

昨年度優先度判定にお
ける指摘事項と同意見
で、その対策がなされる
ということでありますの
で。

現在の理科教育等設備
整備補助金は、昭和２９
年からスタートして理科
教育振興法に基づき地
方に交付金として支給
されているが、１／２補
助（沖縄３／４）という配
分となっている。 
現在の国内情勢の景気
の悪化、諸外国の科学
技術の開発スピードの

ひとつは、地域負担の
ある中、一方的な押し
付けの状態で理科教育
に必要な予算がやって
くることである。授業に
必要な実験機器や教材
がそろっていない学校
の多く、整備率も低いこ
とがわかっている環境
において、整備率の高
い学校への重点的な予
算配置が行われてい
る。 
政策として科学技術の
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1545
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

向上に日本は完全に遅
れをとっている。 
一方、政策として科学
技術や教育を全面に出
してはいるが、その費
用に対しての効果、評
価の検証がされておら
ず、地域の理科教育に
必須の教材や実験機器
の格差が大きい。 
国が教育に力を入れ、
科学技術の発展につな
がる人材の育成を目的
とするのであれば、新し
く改善、見直しをした上
で推進すべきではない
だろうか。

人材の育成を図るので
あれば、未来への投資
は必須であり、５年、１０
年かけたアクションが必
要である。 
予算が減額となってい
るが、現実を鑑みた上
で、真の予算交付が必
要ではないか。 
法律そのものの改正を
視野に入れ、整備率が
全国同一となるようテコ
いれして、将来の人材
を生み出すための投資
がいまだからこそ必要と
考えます。 
現状のままの交付で
は、理科教育の振興は
ないと考えます。

1546

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

今まで以上に推進すべ
き。

若手研究者の支援は日
本の科学発展に必要不
可欠である。

1547

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金 

このまま
推進す
べき

研究者個々の研究を支
援する有用な施策であ
る．

様々な研究環境で研究
を続ける研究者個人あ
るいはグループにとって
科学研究費は物心両面
の支えである． 

1548

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

アクセス系、及び、光バ
ックボーンネットワーク
は、次世代のキー技術
となる。その中で、グリ
ーンイノベーションを意
識した本プロジェクト
は、加入者比例に導入
され、効果も大きく、推
進すべきである。また、
競争力も極めて高い。

現在、アクセス系システ
ムの世界競争力は、日
本は一位である。これら
は、総務省をはじめ、国
のリーダシップの中、戦
略的に取り組んだ結果
である。次世代に向け
て、国際標準とCO2削
減を目標に、通信機器
産業の発展と国際競争
力上、必須と考える。

1549

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

今まで以上に推進すべ
き。

日本の科学発展に必要
不可欠である。

大学・
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1550

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

増資も含めた推進をす
べき点を思います。

今や、がんは死因の筆
頭となっております。精
神面から工学面まであ
らゆる手を尽くすべきと
ころと思います。

1551

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24165

高度な３S
「人材、技術」
を活かした日
本発原子力
の世界展開

このまま
推進す
べき

地球温暖化を抑制する
有効な方策の一つであ
る原子力エネルギーの
利用に際しては、核不
拡散を前提にした開発
が重要であるとともに、
その後処理としての放
射性廃棄物の処分技術
の確立が必須である。
原子力新規導入国への
参入に際し、これらの安
全、安心を含めたパッ
ケージとした日本ブラン
ドのシステムを更に高
度化し、ニーズに答えて
いくことが重要。

原子力エネルギーの利
用に際しては当初アッ
プストリームのみが注
目されるが、より強固な
安全、安心の確保に
は、ダウンストリームに
係る技術も必須である。
これまで培ってきた日
本産のこれら技術を継
続的に高度化し、また
人材育成などを通じて
原子力エネルギーサイ
クルとして提供していく
ことが、平和的な原子
力利用を広げていく意
味で有効な手段となる
と考える。

1552

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

地球の内部はそもそも
不可視であり、地下は
超高温・高圧条件で、ま
た地球の表層の７割を
占める海洋領域は高水
圧である。それらは技
術的困難による研究の
障壁となっており、その
ため地球内部は未知の
事柄が多い。また防災
という観点で言えば、地
震・火山・地滑りなどの
災害に対して、工学的
立場から減災に力をそ
そぐと同時に、１００年・
２００年後の日本を見据
えて、災害の根本的要
因を解明し、予測可能
性を評価することは必
須である。

当施策は上記の事柄に
対して、多様な研究手
法によって、地質現象
の統一的な理解をより
深める目的が強い。そ
れにより個々の分野の
研究者が個別に研究を
すすめることでは得られ
ないスピードと、分野間
の相互作用による理解
の深化が期待できる。
また大型船を用いた研
究では世界をリードして
いるが、そのさらなる発
展には安定的な運営体
制と研究環境が必要で
あり、そのためにも当施
策はこのまま推進すべ
きである。 
さらに当施策の成果
は、地球上の同様な環
境にある地域（太平洋
沿岸地域一体）におけ
る将来の防災や開発に
おいても多大な貢献を
するはずである。

GEOSS等，国際的に重
要性が認められている
長期的な地球観測シス
テムの構築に向けて，
本施策が掲げる電磁波

現有の電磁波センサー
技術・信号解釈能力の
高さはNASAを始めとす
る国際協力において際
立った存在感を示して
いる．世界中のデータ

45



1553

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

センシングによる降水
計測技術の研究開発を
継続・発展させることは
非常に意義深い．特に
EarthCARE・GPM主衛
星搭載センサーに係る
ハード・ソフト両面の研
究開発は，TRMM搭載
降雨レーダの実績とと
もに，観測データ利用
の根幹となる技術的知
見を集積し続けている．
今後も様々な水問題に
対応するツールの限界
と可能性に関する見識
を生み出す権威として
の体制を継続すること
が期待される．

利用者は技術立証レベ
ルの研究から実利用
（気象予測や災害対策）
へと応用範囲を広げて
おり，高精度化・高信頼
化に向けた取り組みが
継続されることにより，
今後も多様な波及効果
が見込まれる．地球観
測の重要性が増しつつ
ある現在，技術を深く解
釈し，山積する課題を
戦略的に克服する研究
および体制がいっそう
不可欠なものとなってい
る．以上の理由から，本
施策の継続が強く望ま
れる．

1554

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

今まで以上に推進すべ
き。

大学院の支援は日本の
科学発展に必要不可欠
である。

1555

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

超高齢社会を迎えた我
が国において、高齢者
の免疫力を高める健康
増進を目的とした基礎
研究、応用研究および
橋渡し研究は重要な課
題です. 免疫は感染症、
癌、自己免疫疾患など
高齢者の死因に直接関
与しています. 花粉症
は国民病の一つであり
ワクチン開発による根
本治療法の創出が求め
られます. 我が国は国
際的にも免疫学の研究
水準は非常に高く競争
力があります. その水準
をさらに高めるために
国からのサポートを増
やすべきです.

これからは高齢者を中
心とした医療産業に関
する国際的な競争が激
しくなると予想されます. 
免疫学の研究は、医学
領域の研究、医療、産
業の全てに関わる重要
な分野です.より一層の
国際競争力を高めるた
めに、国からの補助を
増額することが望みま
す.

1556

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

大学の有する広範なポ
テンシャルを活用するこ
とは有意である．

大学には埋もれた知財
や技術が多い．この計
画の下に，大学が有す
る広範なポテンシャルを
総合的に活用して欲し
い．

大学で研究を行なって
比較的広範囲にポート
フォリオされているが、
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1557

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

シース形成を目指した
場合、他省庁が行なっ
ている科研費とは異な
り、しっかりした専門性
の高いポートフォリオと
なっていると考える。基
盤的技術を確立させる
ためにも、長期的な戦
略により、推進すべきで
ある。

オープンコールの提案
型で、他のテーマを厳
選した公募型と組み合
わせることにより、より
効果を発揮している。よ
って、このファンドは、広
く公募する提案型とし
て、シーズ形成を行な
わないと、日本のICT技
術の競争力を失われて
しまう可能性がある。

1558

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

イノベーションシステム
整備事業（地域イノベー
ションクラスタープログ
ラム）はこのまま推進す
べきである。現在の経
済不況が続く中で雇用
の創出は大きな課題で
ある。とりわけ地方の不
況はひどく、経済対策
は緊急の課題である。
一方、地方にも世界に
誇る独自の技術をもっ
た大学等の研究機関も
少ないない。これらがう
まく連携することができ
れば科学技術を基盤に
した地方の活性化につ
ながることは間違いな
い。 

地方には世界に誇れる
独自の技術を持ちなが
らも、その技術を活用で
きていないところが数多
くある。例えば、日本の
中小企業などがその一
例である。同様のことが
大学等の研究機関でも
言える。上記プログラム
によってこれらがうまく
連携すれば、新たな雇
用創出も併せた、地域
毎に特色のあるものに
なると考えられる。逆に
このプラグラムのような
ものがなければ、現状
では地域の連携、発展
は望めないと考えれら
れる。したがって、上記
プログラムによって個々
の特長を生かしたクラ
スター形成を進める本
プログラムの推進を希
望する。 

1559

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

高い優先順位で推進さ
れるべき

X線天文学は、日本が
世界をリードする分野
のひとつであり、衛星が
打ち上がるたびに先進
的な結果を生み出して
きたため。 
ASTRO-Hにはこれまで
の100倍の性能を持つ
観測機器が搭載され、X
線天文学に新たな革命
をもたらし、日本の地位
を飛躍的に押し上げる
ことが確実なため。

近年若手研究者への補
助が多くなっており、過
剰となっていると感じる
部分もあります。日本の
経済情勢を鑑みても縮
減すべき点と感じます。
このような助成において
は成果が多く出ている
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1560

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

その他
若手研究者への支援は
そろそろ縮減すべく時
期と感じます。

反面、逆の面が大多数
と聞きます。若手研究
者を育成する最も最良
な環境は、より良い指
導者の下が最良であ
り、指導者に基づく体制
の整備が重要と感じま
す。また、近年の日本
の技術は世界的にみて
トップとみなせる点が多
く、海外へ依存する必
要性が薄れていると感
じます。日本に腰を落ち
着けた事業を推進すべ
きかと感じます。

1561

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

現在、貴重な酵母等の
変異株などを管理・保
存するナショナルバイオ
リソースプロジェクト事
業は、国内の研究者に
取って必要不可欠なも
のであり、今後も本事
業を継続することがき
わめて重要であると考
えています。

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトではこれ
までに国内外の研究者
が膨大な時間を使って
取得した酵母変異株や
ライブラリーなどが保存
されており、これらの資
源を管理して研究者へ
供給することは、我が国
の研究推進には必要不
可欠であるため。

1562

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

脳神経科研究の分野で
重用されるニホンザル
の供給体制は、NBRP
以外には無きに等しい
（日本固有種であるの
で、当然外国にも存在
しない）。実験に汎用さ
れる同属のアカゲザル
やカニクイザルの繁殖・
供給体制がコマーシャ
ルベースで確立され、
相当数が市場に供給さ
れている状況と大きく異
なる。NBRPの事業が継
続されなければニホン
ザルの供給は直ちに停
滞し、我が国の脳神経
研究は後退を余儀なく
されることになる。高度
な医療を支えてきたこ
の分野での研究を進め
るためにも、是非本事
業が継続されることを切
望します。

ニホンザルを始めカニ
クイザル、アカゲザルと
いった実験に使用され
ることの多い中型の霊
長類は、年に１回、１産
１仔というように他の多
くの実験動物に比べて
繁殖効率が悪く、その
繁殖には広い施設と多
くの技術者、格段に高
いレベルの動物福祉の
施策が求められるばか
りでなく、実験に使用さ
れるまでには３～４年を
要することから、供出個
体１頭当たりの単価は
相当な額になる。現在、
市場にに供給されてい
るカニクイザルは、中
国、ベトナム、インドネ
シア、フィリピンなど、人
件費その他の費用が日
本に比べて格段に安い
国々のの繁殖施設で生
産されたもので、日本に
おいて中型霊長類の繁
殖・供給を継続していく
ためには、国の理解と
補助がなければ成り立
たないと考えます。
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1563

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

他の研究機関との比較
をしても、予算相応の働
き 
をしているものと認めら
れる。

日本の地球内部研究を
代表する機関として、業
績をあげているし、名前
が知られている。よっ
て、欧米諸国でも研究
者人口が増えているこ
の分野で、その業務を
縮小することは、日本が
国として地球内部科学
への取り組む意欲がな
いことをアピールするこ
とにつながる。よってこ
のまま推進するのが好
ましいと思われる。

1564
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

日本の優位性を発揮で
きる技術開発であり、強
力に推進すべきである
と考えます。

ゲノム創薬は高度なた
んぱく質解析技術及び
IT技術を有する日本が
世界をリードできる技術
分野であり、産学連携
による研究推進は国際
競争力の強化につなが
ると考えます。

1565
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（ＨＰＣ
Ｉ）の構築

このまま
推進す
べき

各種コンピューターが土
台となる様々なシステ
ムの活用、シミュレーシ
ョン技術の利用に伴う
技術開発の一層の進展
など計算機の活用が今
後の発展に必然なのは
今更議論の必要も無い
様に思う。また利用され
る局面が多様になれば
なるほど計算機資源へ
の要求は多様になって
おり、極端に高速な計
算機資源が必要となる
先端的なソフトウエア開
発もあれば情報管理を
緻密に行いながら強靭
な通信手段を維持する
態勢への要望もあり多
様な側面を持った計算
機環境が望まれる。

こうした計算機環境の
構築の為には特別な一
台の計算機を保有すれ
ば全て解決出来るとい
うものではなく、計算機
自体の能力の向上、ソ
フトウエアの進歩、ネッ
トワークの“強さ”、関与
する人材の継続的な育
成、計算機環境を維持
する態勢とそれを利用
する態勢と複合的な環
境を継続的にかつ逐次
発展的に開発・活用す
る枠組みが必要に感じ
る。

大学・
公的
研究
機関 50～ 総務

最先端のグ
リーンクラウ このまま

GoogleやAmazonに代
表される現状のパブリッ
ククラウドは、米国中心
であり、21世紀の最重
要技術をいかに国内で
強化し、対応していくか
を問いたい。多くのデー
タセンタは、巨大なパワ
ーゆえ、原子力発電所

この10年間で、最も技
術ニーズが大きい領域
である。また、マーケット
も最大化すると推定さ
れている。グリーンを前
面に出したアプローチ
は、高速性や経済性、
サービスの多様性のみ
のアプローチとは異な
り、特徴が大きい。第2
の新幹線技術のよう
に、世界に出れる。投
資に対して、システムベ

49



1566

（独
法・公
設試
等）

59歳 省

20101

ド基盤構築に
向けた研究
開発

推進す
べき

に隣接させている。日
本には、世界で最も先
端的となっている光アク
セス系、及び光ネットワ
ーク技術があるので、
それらも応用して、世界
に先駆的なグリーンな
クラウド技術を大いに推
進すべきである。

ンダの競争力強化のみ
ではなく、ボーダーのな
い世界のユーザーを、
日本のデータセンタに
取り込める可能性もあ
る。少なくとも、Amazon
等の現在のクラウドプレ
ーヤーと比べ、国内の
ベンダを中心とする研
究開発は、ハードウェア
からLSI、OS、システ
ム、アーキテクチャと十
二分に競争力を持つ。

1567

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派 
遣事業

推進す
べきでは
ない

意味のない政策であ
り、即刻中止するべきで
ある。

若手研究者の留学支援
は海外学振の枠を大幅
に増加させて行うべき
である。海外学振の枠
は、希望者数に比べ枠
があまりに少なく、博士
卒の研究者が海外留学
を断念する最大の原因
となっている。これは海
外留学には Fellowship 
を自国で獲得すること
が条件となることが多い
ためである。「頭脳循環
を加速する若手研究者
戦略的海外派遣事業」
や同様の事業はすべて
中止し、その予算をす
べて海外学振の枠にま
わすべきである。海外
学振の枠は現在の数十
倍は必要である。

1568
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質構造解析は、あ
らゆる生命現象の根幹
を解明する研究であり、
日進月歩の技術革新が
行われている。また、生
命研究を創薬、食糧問
題と言った社会応用に
結びつけるには、蛋白
質の立体構造に立脚し
たデザインが必須であ
る。従って、本施策はさ
らに一層国家プロジェク
トとして研究費を投入
し、発展させ、社会還元
させて行くものである。

構造生物学は、日本で
行われている研究の中
で、ほぼ唯一、欧米日と
３立できる優位に立った
研究分野であり、昨今
の「１番じゃなきゃ駄目
なんですか、２番では駄
目なんですか」という某
発言が日本中のブーイ
ングを醸し出したことに
反面的に、より一層国
家プロジェクトとして維
持・発展させるべき研究
施策である。

1569

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

現状よりも拡大した規
模で、さらに推進すべき
である。 

世界的競争の中、高水
準の基礎科学的成果を
残し続け、社会還元し
得る様々なシーズを発
展的に創出している。
今後の社会発展に直結
するためにも、現在の
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設試
等）

研究活性を低下させな
いために、事業の継続
は必須である。

1570

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本プログラムは国際的
に第一線の力量を持つ
研究者を育成すること
を目的として、大学院学
生の教育を明確に対象
とした支援であり、各拠
点はこれを忠実かつ積
極的に活用することでこ
れまでにない多大な成
果が上げてきている。
単発ではなく今後も持
続的な支援を行うことが
重要である。一方ここで
支援が途切れた場合
は、これまで継続してき
た博士課程学生への生
活費援助、国際的な力
量の養成のためのさま
ざまな取り組みが中断
せざるを得ない状況と
なるため、このまま或い
はそれ以上に推進すべ
きである。

欧米の大学において
は、ほぼ全ての大学院
生が何らかの財政的援
助下で教育を受け研究
活動を行うことができる
ため、多くの優秀な学
生が大学院博士後期課
程に進学し、将来優れ
た人材となり得ている。
一方、我が国において
は、大学院生に対する
財政的支援が十分とい
えない状況に置かれて
いた。本プログラムによ
り、優秀な学生への財
政的支援に加え、国際
化を指向した教育を受
けることが可能となり、
博士後期課程の魅力が
増大すると共に、そのよ
うな教育および支援を
受けた学生は確実に国
際的な適応能力が増し
てきている。今後も継続
した支援により、一層の
効果が期待されるた
め、さらなる推進が必要
である。

1571

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

厚生
労働
省

25106

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（４）難治
性疾患克服
研究

このまま
推進す
べき

元来、希少難治性疾患
は患者数が少なく、原
因が不明かつ治療法が
未確立であり、予後不
良で極めて長期にわた
り生活への支障をきた
す疾病である。更に、患
者数が少ないため、民
間資金や他の研究事業
から研究資金を得るこ
とが困難である。このよ
うな背景から、本事業に
より診断法・治療法を確
立し、症状の改善や進
行を阻止することが急
務である。現在、研究対
象となっていない疾病を
含め広く臨床知見を集
積する等により実態を
把握し、我が国におけ
る標準的な知見を取り
まとめることで、当該疾
患の研究の発展と、治
療の確立・向上を目指
していく必要があると考

難治性疾患克服研究事
業においては、原因が
不明で、根本的な治療
法が確立しておらず、
かつ後遺症を残すおそ
れが少なくない難治性
疾患のうち、患者数が
少なく研究の進みにくい
疾患に対して、重点的・
効率的に研究を行うこ
とにより進行の阻止、機
能回復・再生を目指した
画期的な診断・治療法
の開発を行い、患者の
ＱＯＬの 
向上を図ることを目的と
てきた。 
今後ともこの取り組み
の継続は必須であると
考える。
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えられる。 

1572

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

世界競争力を高め、維
持するには、高度高等
教育の充実しか手段が
ない。その中で、本プロ
グラムは、オールラウン
ドから専門性までポート
フォリオされており、真
の人材育成プログラム
であることは、疑う余地
もない。新しい価値創造
ができ、かつ、国際的リ
ーダーシップを持つ人
間は、真に日本が求め
ている人材であり、タイ
ムリーかつ最重要と言
える。日本の特色とし
て、優れたインダストリ
ー技術との融合や、国
際化をキーワードにし
て、大いに期待する。

2050年の日本を考えた
場合、われわれの投資
すべき事項は教育であ
る。その中でも、高度高
等教育を重点化すべき
である。これから重要な
ことは、「融合」であり、
学問分野、産業と教
育、技術とビジネス、日
本とアジア、全ての点で
本プログラムは、その
先駆けとなることを目指
している。オールジャパ
ンでの体制を含めて、
早期に、さらにもっと大
規模に発展することを
望む。

1573

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

発展的見直しと増資等
の助成強化を施し推進
すべきと感じます。

がん治療用の小型加速
器の建設が幾つかなさ
れてきましたが、飛躍的
な加速器性能の向上の
可能性が多く有ると感じ
ます。これを疎外してい
る要因は、加速器性能
向上を目指す為のマン
パワー不足が主要要素
と感じます。専門家の人
的投入を優先して促進
することで更なる発展
が期待できると感じま
す。がんの増加傾向は
かなり早く、迅速な対応
が求められると思いま
す。10年スケールでは
なく、3年程度の緊急性
の高いものと感じており
ます。

1574

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

優秀な博士号取得者を
輩出し、それらの人が
活躍できる場を広げる
ためにもぜひ推進され
るべきプログラムであ
る。ただし、オールラウ
ンド型、複合領域型だ
けでなく、従来の一分野
集中型にも予算配分が
なされるべきだと考え
る。

文理統合、分野横断と
いえば聞こえはいい
が、見かけだけそのよう
な領域を作れば、中途
半端に終わるだけであ
る。そもそも、研究には
文系・理系ともに文理両
方の力が不可欠であ
り、従来の一分野集中
型でも究めれば自然と
広範な能力が磨かれ
る。したがって、オール
ラウンド型、複合領域型
だけでなく、一分野集中
型にも予算配分がなさ
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れるべきである。

1575

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

資源の少ない日本は、
今後も先端技術を窮
め、優れた工業によっ
て国を立てなければな
らないが、その基礎とな
る大学発の研究成果が
十分に産業の発展に生
かし切れていない現状
にある。この要因の一
つは間違いなく研究と
創業の間に存するデス
バレーのような生みの
苦しみへの対応の欠如
である。この問題に対
する施策は極めて重要
であり、本施策の推進、
あるいはさらにより積極
的な施策の展開を強く
要望する。

これまでの産学連携の
支援と大学の法人化に
伴う大学の企業努力に
よって、実用にも役立つ
価値ある技術が大学の
研究成果から次第に生
まれるようになってき
た。しかしながら、折角
の優れた技術が企業化
に結びつかず立ち枯れ
ている例も多い。これ
は、研究者の多くがな
かなか企業マインドを
持てないことにもよる
が、日本においては資
金の調達が難しいこと
も大きな要因である。従
って、ファンディングシス
テムを構築し、力強く支
援できる環境を整えるこ
とは極めて重要である。

1576
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

先端科学技術が国力の
源泉であることは言うま
でも無い。本テーマは
世界レベルで研究・開
発が急務となっている
「省エネルギ」「省物質」
「省情報」を推進する極
めて有効な手段であ
る。更に加速させる必
要があり予算の増額が
望ましい。

本テーマで対象とされる
EUV関連技術は、単に
電子産業だけでなく、現
在つくばを中心に積極
的に進められているナ
ノテクノロジー、ナノエレ
クトロニクス技術の中核
となる微細加工技術で
ある。大型の技術開発
ゆえ全体的関連技術を
同期的に進めることが
極めて重要である。本
プロジェクトを実行する
ことで、日本の国力向
上と共に世界的貢献を
通して日本のプレゼン
スを一段と高めることが
できる。更なる予算の増
額が望ましい。

1577

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき 発展的推進を目指すべ

く、増資等の対応を施し
て推進すべき施策と思
います。反面、若手研
究者への門戸開放のた
めカテゴリーが増えてお
ますが、この点は精査

日本の科学技術発展を
支える最も基盤となる
事業と感じ更なる発展
を期待したく思っており
ます。他方、若手研究
者への支援のあり方は
検討し直して戴きたく思
っております。若手研究
者が最も成長するの
は、良い指導者の下き
ちっとした体制で研究を
実施できる環境が重要
です。従って、指導者、
体制、審査員等周辺環
境への整備や増強の方
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設試
等）

すべきところと感じま
す。

に力を注いで戴きたく思
っております。単独の研
究には限界があり、日
本の経済状況からみて
もそこに割く余裕は現
時点ではないと感じま
す。若手Sの停止ではな
く、若手Bの停止が本来
の助成目的に沿う形と
感じます。

1578
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

環境問題、食料問題と
いった人類にとってとて
も重要な問題解決に深
く関わる植物の研究は
大事だと思いますので、
今まで以上に力を入れ
るべきだと考えていま
す。

資源の少ない日本にと
って研究開発は国力に
繋がると思います。 
日本は世界に先駆た研
究をしていくのが今後
の日本にとって有効だ
と思います

1579
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代エレク
トロニクス材
料・プロセス
基板技術開
発事業

このまま
推進す
べき

低環境負荷の製造プロ
セス技術は将来のもの
づくりに必須の要素で
ある。有機エレクトロニ
クス、印刷技術はその
重要な基盤と位置づけ
られ、従来の先端エレク
トロニクス分野での高
温・高エネルギープロセ
スを減らすためにも早
期に実現すべき基盤で
ある。

エレクトロニクスのウェ
アラブル・ユビキタス化
の流れは、今後も医療・
介護・日常生活に深く入
り込むことは間違いな
い。現在主流となってい
る資源・エネルギー垂
れ流しの力技による加
工を改め、エレクトロニ
クス関連工場のパラダ
イムシフトに結び付けた
い。

1580
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

現状の大学院博士課程
は、研究者の養成だけ
の教育機関になってい
る。専門性の高い知識
を生かす手法、政策に
生かし、社会に還元す
る仕組みに欠けている
と思える。義理の父は、
世界銀行に勤務してい
るが、日本人のエコノミ
ストは極端に少ないと
言っていた。国際機関
に勤務するにあたり、当
然、修士以上の学位が
要求されるが、研究者
中心の日本の大学院の
学位では、こうした国際
機関の仕事への親和性
がないように思われる。
日本でも文系理系の枠
を超え国際舞台に通用
する人材養成機関をつ
くるべきだと思う。タイプ
１のようなプログラムを

カナダのオンタリオ州に
５年ほど暮らし、カナダ
企業に勤務した。驚い
たのは、ある職種を得
るために大学院の修士
以上、博士以上と明記
されていたことだ。その
職種も教職にとどまら
ず、あらゆる分野、公務
員、民間企業にあては
まる。専門性の高い職
種、所得を得るために
は、より高い学位が必
要なのだ。学歴が完全
に優先される社会では
あるが、一方でとても平
等な社会に感じた。日
本に帰って、改めて思っ
たことが、大学院の学
位が実社会に役立つ仕
組みができているのだ
ろうか、ということだ。大
学院に行くほど、社会と
遊離しているようなイメ
ージ。地位、所得に反
映されていない。日本で
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作り、高い水準にあると
思われる理系の人材を
実務型に教育するべき
だと思う。

は、大学教育は軽視さ
れているのだろうか。国
際舞台で、活躍できる
人材を創出する教育機
関の設立は急務だと思
う。

1581
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

より多額の資金を投入
し、チャレンジングな目
標に挑戦してほしい。公
的機関なのだから民間
ではできない大規模な
計算機使用により、世
界トップレベルの高精
度を実現するような、よ
り長期的な目標を掲げ
るべきだと考える。 
またチューニング、プロ
グラムの整備は研究者
ではなく経験ある民間
のソフトウェア技術者に
開発委託した方が効率
的だと考える。

開発された技術が優れ
た水準にあることは認
めるが、実用化優先と
いうこともあり現行技術
の延長線上を出ていな
い。全体としてこじんま
りした印象を受ける。 
他国を見たときに同種
のプロジェクトは３～５
年先の飛躍的な計算機
の能力向上を見据え
て、より大規模な計算を
活用した実用技術の開
発に既にシフトしてい
る。

1582

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産施策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

本事業は農林水産に関
する実用技術を産学官
の協力により開発とす
るものでその意義、波
及効果は大きいと考え
る。

特に畜産では、供試頭
数が多く必要で、試験
期間も長期にわたるこ
から、複数の家畜飼養
研究機関が共同して技
術開発に取り組むこと
が必要であり、さらに実
験室レベルの研究実績
がある大学、企業等が
参加することにより、実
用技術の開発がなさ
れ、農家経営向上につ
ながる。

1583
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

テーラーメイド医療を推
進することで無駄な投
薬や治療を削減する事
ができ，患者の肉体
的，金銭的負担を減ら
す事ができる為，必要
な研究と考えます．ま
た，患者の金銭的負担
を減少できれば，中長
期的には日本の財政負
担を減らす事につなが
ると考えます．

今後，日本が技術大国
として成長していくため
に必要な分野での研
究，開発に対しての投
資は不可欠と考えま
す．本事業はその投資
が必要な分野の一つで
あると思います．

1584
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

観測開始が10年後と、
先の話ではありますが
是非とも水星の探査を
実施し、地球型惑星へ
の知見を獲得して欲し
いと思います。地球以
外の地球型惑星を知る
ことで、地球に関する技
術へのフィードバックも

Bepi Colomboによる水
星の詳細な写真等見て
みたいです。
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期待できるのではない
でしょうか。 

1585
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

 グリーン・イノベーショ
ン、ライフ・イノベーショ
ンといった最重点化課
題は、国家的な課題で
あるとともに地域に密着
した課題であり、地域で
の取組を進めていく必
要がある。また、環境・
エネルギー、健康は我
が国の強みをいかした
新たな成長分野として
期待されていることか
ら、地域の大学等が持
つ研究開発ポテンシャ
ルを活かし、新産業の
創出へつなげていくた
めには、産学官共同研
究等への支援は、不可
欠である。

地域の産学官連携から
生まれる技術開発の芽
を事業化・産業化につ
なげていくためには、集
中的かつ出口を意識し
た幅広い研究が必要と
なってくる。しかし、地域
の産学官連携の取組の
中心となるのは中小企
業であり、地域だけで十
分な研究開発資金の確
保することは大きな課
題となっている。地域の
特色を活かした共同研
究への国の支援は、地
域の技術開発の迅速
化、高度化に大きく進め
るものと考える。

1586

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27171

がん超早期
診断・治療機
器総合研究
開発プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

推進すべきと感じます。

何をするにしても、現在
の日本の情勢において
は、人が動かねばなら
ない状態であることは
多くの賛同を得られると
ころと感じます。人が動
けば経済もまわる。人
が動く為にはまず意思
の力が必要であり、生
きる力が大事です。延
命を含めて、生きる時
間を長く認識すること
で、自己の目的意識の
明瞭化と効率的に生き
ていくポジティヴな発想
の転換につながりま
す。その起爆剤のひと
つとして推進すべく施策
と感じます。

1587

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

私は、もともと内科医で
すが、長年分子生物学
と癌生物学を専門に研
究を続けております。こ
の２０～３０年くらいで、
癌の基礎研究の進展は
眼を見張るものがあり
ます。私も癌の基礎研
究を行い、多くのシーズ
を見いだしてきました。
最近は、臨床応用可能
な肺癌の画期的診断遺
伝子セットを得るに至っ
ております。しかし、こ
れを臨床応用する道筋
がなかなか見えてこな

日本の癌研究は世界レ
ベルでありますが、実際
に癌の臨床で使用され
ている診断薬や分子標
的薬は、外国発のもの
ばかりで、日本の経済
発展に結びついており
ません。それは、上記
のようなボトルネックが
あることからに他なりま
せん。本プロジェクト
が、日本の地盤沈下を

56



いのが実情で、基礎と
臨床を結ぶボトルネック
があることを痛感してお
ります。本プロジェクト
は、このボトルネックを
開くものと期待しており
ます。

止め、持続的に発展可
能な国に再生するため
の一助となる可能性に
期待します。

1588

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

その大学に所属する若
手テニュアトラック教員
の事務をまとめて担当
する秘書を、学科・学部
または大学単位で適当
数準備すべきである。

テニュアトラックに採用
される若手研究者は自
身の研究を大きく発展
させる年齢層にある。彼
(女)らの時間を些末な
事務に奪わせることは
国家の損失である。以
前の助手は研究室を運
営する日常事務を上級
職に任せて研究に専念
する立場であり、そこか
ら多くの成果が生まれ
てきた。テニュアトラック
制度の目的は事務に精
通した教員を育成する
ことではあるまい。

1589

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

新規の優れた研究成果
から新産業の創出の基
礎となる技術を発掘し、
発芽、結実させるため
には、有望で優秀な研
究成果を選別し、さらに
長期にわたって大切に
育成していく必要があ
る。本事業は、これらの
点においてこれまでに
なく優れた事業であり、
新しい施策のあり方を
模索する点からも、実
行上での問題点を修正
しながら是非、長期に
わたって継続していた
だきたい事業である。

極めて先端的な優れた
研究成果であっても新
しい事業に必ずしも結
びつくとは限らない。ま
た、研究としてはやや劣
っているものでも、旨く
時宜を得、環境とマッチ
すれば爆発的に新事業
が展開できる例もある。
従って、可能性のある
研究成果を有効に選択
し、これらを長期にわた
って育成し、絞り込んで
いく手法は新産業の創
出のためには適した方
法である。このような手
法に基づく本事業は是
非、最後まで一貫した
哲学のもとで継続を希
望する。

1590

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタ
ンパク研究プ
ログラム

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムは現状のま
ま推進していくできであ
ると思っております。す
べての研究課題で大変
困難な研究目標を掲げ
ているにもかかわらず、
着実に成果が出つつあ
ります。このプログラム
によってもたらされた成
果は近い将来必ず、医
学・薬学への貢献、食
品・環境等の産業応用

上述のごとく、すべての
研究課題で大変困難な
研究目標を掲げている
にもかかわらず、着実
に成果が出つつありま
す。今後も着実に成果
が期待できます。このま
ま、推進しなければ、こ
れまでの成果が社会に
還元されるまえに無駄
になってしまうとともに、
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を含め、幅広い分野で
社会に還元されること
が期待され、その意義
は極めて大きいと考え
られます。

これに携わった多くの
研究者の未来を奪って
しまう結果になりかねな
いと危惧しております。

1591
民間
企業

50～
59歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

複数のGNSSを活用し
た測位システムの開発
は、社会基盤として必
要であり、それにより実
社会において産業活性
化や防災面などにおい
て大きな効果があるも
のである。ぜひ、推進し
ていただきたい。

複数のGNSSを組み合
わせて活用できるという
ことは、単一国のシステ
ムに依存しない強固な
基盤の確立に繋がるも
のであり、測位システム
のようなインフラを産業
や生活の基盤として活
用していく上で必要なこ
とである。

1592
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援システ
ム）

このまま
推進す
べき

大学等で生まれた優れ
た研究成果を地域で実
際に活用するために
は、地域の課題、ポテン
シャルを把握し、事業化
へのロードマップを示せ
ることが重要である。地
域の関係機関等が、地
域の将来像を共有し、
それぞれのポテンシャ
ルを活かして地域イノベ
ーションの創出を図るシ
ステムは、地域発の新
産業の創出にとって大
変有効と考える

大学等の研究成果と地
域のニーズを結び、地
域発のイノベーションを
推進するためには、コ
ーディネート人材、研究
者、企業の専門人材な
どがバランスよく関わる
とともに、技術シーズ、
研究機関情報等の共有
が重要である。新たな
支援システムの構築
は、課題解決型研究開
発を進め、科学・技術を
担う人材が強化される
とともに、地域で進めて
いる産学官連携による
新産業の創出をより促
進させ、地域の活性化
に貢献すると考える。

1593
公益
法人

60歳
～

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

このまま
推進す
べき

通信量の増大は指数関
数的であり、早急に対
策を講じなければなら
ないことは論を待たない
ことです。そのための方
策の幾つかがこのプロ
ジェクトの中で推進され
ておりますが、米国の
優位は歴然としておりま
す。情報管理の一極集
中を避けるためにも、優
れた国産技術の開発が
急務と考えます。

国を挙げて超低消費電
力の情報技術（超高速・
大型ルータやサーバ）を
開発することは、日本が
国際競争力を付けるだ
けでなく、人類の未来を
保障するためにも重要
なことだと考えるからで
す。とくに、現在かかわ
っています、超電導デ
バイスによる究極の省
エネ技術は重要な役割
を果たすものと考えて
います。

民間 30～ 総務 ICTグリーン このまま

ICT技術により国民の暮
らしを変革し、 
「安全・安心な生活の実

今後益々増加して行く
であろう電気使用量を 
ICT技術でコントロール
し、 
省エネ化や適材適所で
利用できる環境を構築
して欲しい。 
また、国民の努力で得
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1594

企業 39歳 省

20108

イノベーショ
ン推進事業

推進す
べき

現」「環境問題解決」に 
つながるのでは無いか
と期待しています。 

た環境価値や排出権な
どを 
市場で取り引きできるよ
うにして経済の活性化
につなげ、 
環境配慮型生活を行う
事のインセンティブを構
築して欲しい。 

1595

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
日本の基礎科学を支え
る最も重要な補助金で
ある。21世紀後半のお
ける日本の科学と技術
の水準は現在の科学の
基礎研究の中身で決定
される。20世紀後半の
日本の科学研究が現在
の科学のレベルを用意
してきたものである。科
学研究費補助金の増額
なくして日本の将来は
ない。

科学研究費補助金の
５％程度の増額は、日
本の困難な経済情勢を
考慮したとしても、日本
の将来への重要な投資
である。この施策は間
違いなく21世紀半ばに
大きな成果として現れ
る。

1596

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学の研究費は今後も
優先的に投入していく
べきである。

日本をささえているのは
科学技術だから。

1597
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24003

海洋資源・エ
ネルギーの
探索・活用技
術の研究開
発

このまま
推進す
べき

EEZ内海洋資源確保は
中国等が猛追してく中、
国家として緊急かつ最
重要な課題である。そ
の基盤となる調査と技
術開発は海洋研究開発
機構が永年にわたり培
ってきたところである
が、調査船の老朽化が
進行しており、支援母船
の刷新なくして増強され
るAUV・ROVの効果が
発揮されない。また、海
洋調査や掘削に必要と
される設備機器は海外
に依存しているのが現
状であり、関連産業の
創生にも寄与できる。省
庁間の横断的連携を政
府がリードすべきであ
る。

国家戦略に基づく技術
開発・人材育成の領域
であり、一部の省に関
わる機関では外国技術
者による調査・掘削を実
施しており、早急に国内
体制を確立すべきであ
る。 

研究者個人に対して研
究費と諸経費を分配し、

『大学や研究機関に所
属する研究者』に対して
研究費を分配していて
は、卓越した研究者を
飼い殺す危険性が常に
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1598

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学や研究機関に『鎖
で縛りつけない』ことが
重要である。 
安定的な立場にある研
究者に更なる資金を投
入する運用の仕方は避
けるべきである。 
また、特定の研究者一
門に集中させてはなら
ない。

付きまとう。研究室を主
宰しない若手に対して
は『研究者個人』に研究
費を分配して、研究費を
持って自由に移動でき
るようにすべきである。
この事業に限らず、研
究者の流動性を高める
ために有効な施策であ
る。また、恵まれない環
境にある『掃き溜めの
鶴』をピンポイントに支
援できればなお良い。

1599

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26103

自給飼料を
基盤とした国
産畜産物の
高付加価値
化技術の開
発

このまま
推進す
べき

本施策実施は国土の保
全、飼料自給率の向
上、畜産物の高付加価
化等重要な施策を達成
するために極めて重要
である。

上記の目的達成のため
には、多方面の専門知
識、技術が必要であり、
そのノウハウをもつ民
間、大学、公設試等が
共同研究することが必
要である。特に飼料用
稲（米）の生産と利用の
拡大は車の両輪のよう
に同時進行で進めなけ
ればならず、さらに輸入
飼料依存からの脱却は
国内家畜の防疫上から
も重要である。

1600

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは第１
期、第２期の成果を継
承しながら、基本的に
は現在の方針で推進す
べきと考えます。他の多
くの競争的研究資金へ
の投資を有効に生かす
ためにも生み出された
バイオリソースのマネー
ジメントが絶対に必要で
あり、まず削減ありきの
事業見直しには強く反
対します。

生命科学の研究にはバ
イオリソースの蓄積と有
効利用が不可欠です。
重要なモデル実験生物
種の価値の高いバイオ
リソースを安全に保管
し、付加価値をつけ研
究者に分譲していく本
事業は、研究の発展に
地味ではあるがなくて
はならぬ寄与をしてい
ます。海外を含む研究
者コミュニティからの評
価も極めて高く、我が国
の国際貢献の見地から
も推進することが強く望
まれます。私企業への
サービスはともかく、受
益者負担をむやみに増
やすことは公的研究費
を取り合うだけの意味し
かありません。また、受
益者負担のみで本事業
を遂行することはそもそ
も不可能であり、国家
予算の適切な支援が求
められます。
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